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新 旧 

第１ （略） 

第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費に

係る部分に限る。）に関する事項 

１ 通則 

（１）  算定上における端数処理について 

① 単位数算定の際の端数処理 

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算

に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくこととする。つま

り、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。 

ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や事業所と同一建物の利用者

又はこれ以外の同一建物利用者 20人以上にサービスを行う場合の減算を算定する場合につい

ては、対象となる単位数の合計に当該加減算の割合を乗じて、当該加減算の単位数を算定す

ることとする。 

（例１）訪問介護（身体介護中心 30分以上１時間未満で 394単位） 

・夜間又は早朝にサービスを行う場合、所定単位数の 25％を加算 

394×1.25＝492.5→493単位 

・この事業所が特定事業所加算（Ⅳ）を算定している場合、所定単位数の５％を加算 

493×1.05＝517.65→518単位 

＊394×1.25×1.05＝517.125として四捨五入するのではない。 

（例２）訪問介護（身体介護中心 30分以上１時間未満で 394単位） 

・月に６回サービスを行い、特別地域加算の対象となる場合、対象となる単位数の合計に

15％を加算 

394×６回＝2,364単位 

2,364×0.15＝354.6→355単位 

② 金額換算の際の端数処理 

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数について

は「切り捨て」とする。 

（例）前記①の事例（例１）で、このサービスを月に８回提供した場合（地域区分は１級地） 

518単位×８回＝4,144単位 

4,144単位×11.40円／単位＝47,241.60 円→47,241円 

なお、サービスコードについては、介護職員処遇改善加算を除く加算等を加えた一体型

の合成コードとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数

値）である。 

（２） （略） 

（３） 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について 

第１ （略） 

第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費に

係る部分に限る。）に関する事項 

１ 通則 

（１） 算定上における端数処理について 

① 単位数算定の際の端数処理 

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算

に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくこととする。つま

り、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。 

 

 

 

 

（例）訪問介護（身体介護中心 30分以上１時間未満で 388単位） 

・事業所と同一の建物に居住する利用者にサービスを行う場合、所定単位数の 90％を算定 

388×0.9＝349.2→349単位 

・この事業所が特定事業所加算（Ⅰ）を算定している場合、所定単位数の 20％を加算 

349×1.2＝418.8→419単位 

＊388×0.9×1.2＝419.04 として四捨五入するのではない。 

 

 

 

 

 

② 金額換算の際の端数処理 

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数について

は「切り捨て」とする。 

（例）前記①の事例で、このサービスを月に６回提供した場合（地域区分は１級地） 

419単位×６回＝2,514単位 

2,514単位×11.40円／単位＝28,659.60円→28,659円 

なお、サービスコードについては、介護職員処遇改善加算を除く加算等を加えた一体型

の合成コードとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数

値）である。 

（２） （略） 

（３） 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 
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新 旧 

介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院の退所（退院）日又は短期入所

療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、訪問看護費、訪問リハビリテーショ

ン費、居宅療養管理指導費及び通所リハビリテーション費は算定できない。訪問介護等の福祉

系サービスは別に算定できるが、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリ

テーションを行えることから、退所（退院）日に通所介護サービスを機械的に組み込むといっ

た居宅サービス計画は適正でない。 

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪問通所サービスは別に 0

算定できる。ただし、入所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み

込むといった居宅サービス計画は適正でない。 

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設、経過的介護療養型医療施設若しくは介

護医療院の試行的退所を行っている場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サービスは算定

できない。 

（４） 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについて 

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とする。ただし、訪問介

護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーションを、同一利用者が同一時間帯に利用す

る場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のた

めに必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数

が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助をする場合に、適切なアセスメント（利

用者について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれてい

る環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活

を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう。以下同じ。）

を通じて、利用者の心身の状況や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要

であると判断され、30分以上１時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）と訪問看護（指定

訪問看護ステーションの場合）を同一時間帯に利用した場合、訪問介護については 394単位、

訪問看護については 816単位がそれぞれ算定されることとなる。 

（５） 複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利用した場合の取扱い

について 

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置づける。例えば、要介護

高齢者夫婦のみの世帯に 100分間訪問し、夫に 50分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に

50分の訪問介護（身体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ 394単位ずつ算定さ

れる。ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を振り分けることとする。 

（６）・（７） （略） 

２ 訪問介護費 

（１）・（２） （略） 

（３） １回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取扱い 

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の退所（退院）日又は短期入所療養介護のサービ

ス終了日（退所・退院日）については、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管

理指導費及び通所リハビリテーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービスは別に

算定できるが、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行え

ることから、退所（退院）日に通所介護サービスを機械的に組み込むといった居宅サービス計

画は適正でない。 

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪問通所サービスは別に

算定できる。ただし、入所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み

込むといった居宅サービス計画は適正でない。 

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経過的介護療養型医療施設の試

行的退所を行っている場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サービスは算定できない。  

 

（４） 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについて 

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とする。ただし、訪問介

護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーションを、同一利用者が同一時間帯に利用す

る場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のた

めに必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数

が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助をする場合に、適切なアセスメント（利

用者について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれてい

る環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活

を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう。以下同じ。）

を通じて、利用者の心身の状況や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要

であると判断され、30分以上１時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）と訪問看護（指定

訪問看護ステーションの場合）を同一時間帯に利用した場合、訪問介護については 388単位、

訪問看護については 814単位がそれぞれ算定されることとなる。 

（５） 複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利用した場合の取扱い

について 

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置づける。例えば、要介護

高齢者夫婦のみの世帯に 100 分間訪問し、夫に 50分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に

50分の訪問介護（身体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ 388単位ずつ算定さ

れる。ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を振り分けることとする。 

（６）・（７） （略） 

２ 訪問介護費 

（１）・（２） （略） 

（３） １回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取扱い 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 
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１回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪問介護を行う必要がある場合は、居

宅サービス計画や訪問介護計画の作成に当たって、適切なアセスメントにより、あらかじめ具

体的なサービス内容を「身体介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な時間に基

づき、「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定することとする。なお、身体介護中心

型の単位数に生活援助が 20分以上で 66単位、45分以上で 132単位、70分以上で 198単位を加

算する方式となるが、１回の訪問介護の全体時間のうち「身体介護」及び「生活援助」の所要

時間に基づき判断するため、実際のサービスの提供は身体介護中心型の後に引き続き生活援助

中心型を行う場合に限らず、例えば、生活援助の後に引き続き身体介護を行ってもよい。 

（例）寝たきりの利用者の体位変換を行いながら、ベッドを整え、体を支えながら水差しで水

分補給を行い、安楽な姿勢をとってもらった後、居室の掃除を行う場合。 

〔具体的な取扱い〕 「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に以下のい

ずれかの組み合わせを算定 

・ 身体介護中心型 20分以上 30分未満（248単位）＋生活援助加算 45分（132単位） 

・ 身体介護中心型 30分以上１時間未満（394単位）＋生活援助加算 20分（66単位） 

なお、20分未満の身体介護に引き続き生活援助を行う場合は、引き続 き行われる生活

援助の単位数の加算を行うことはできない（緊急時訪問介護加算を算定する場合を除く。）。 

（４） 訪問介護の所要時間 

①・② （略） 

③ 指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に、指定訪問介護を実際に行った時間を記録させる

とともに、当該時間が①により算出された指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間に比

べ著しく短時間となっている状態が続く場合には、サービス提供責任者に、介護支援専門員

と調整の上、訪問介護計画の見直しを行わせるものとする。具体的には、介護報酬の算定に

当たっての時間区分を下回る状態（例えば、身体介護中心型において、標準的な時間は 45分、

実績は 20分の場合）が１カ月以上継続する等、常態化している場合等が該当する。 

④～⑦ （略） 

（５）～（９） （略） 

（10） 介護職員初任者研修課程修了者であるサービス提供責任者を配置する指定訪問介護事業

所の減算について 

① 平成 30年４月１日以降、介護職員初任者研修修了者（介護職員基礎研修課程修了者、１級

課程修了者又は看護師等の資格を有する者を除く。以下同じ。）はサービス提供責任者の任

用要件を満たさなくなるところ、平成 30年３月 31日時点で指定訪問介護事業所においてサ

ービス提供責任者として従事している者に限り、１年間は引き続き従事することができるこ

ととする経過措置を設けているが、介護職員初任者研修課程修了者であるサービス提供責任

者を配置する事業所に係る訪問介護費は減算することとされているところであり、当該者を

配置する指定訪問介護事業所は、経過措置期間中にこれらの者に十分な機会を与え、介護福

１回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪問介護を行う必要がある場合は、居

宅サービス計画や訪問介護計画の作成に当たって、適切なアセスメントにより、あらかじめ具

体的なサービス内容を「身体介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な時間に基

づき、「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定することとする。なお、身体介護中心

型の単位数に生活援助が 20 分以上で 67単位、45分以上で 134単位、70分以上で 201単位を加

算する方式となるが、１回の訪問介護の全体時間のうち「身体介護」及び「生活援助」の所要

時間に基づき判断するため、実際のサービスの提供は身体介護中心型の後に引き続き生活援助

中心型を行う場合に限らず、例えば、生活援助の後に引き続き身体介護を行ってもよい。 

（例）寝たきりの利用者の体位変換を行いながら、ベッドを整え、体を支えながら水差しで水

分補給を行い、安楽な姿勢をとってもらった後、居室の掃除を行う場合。 

〔具体的な取扱い〕 「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に以下のい

ずれかの組み合わせを算定 

・ 身体介護中心型 20分以上 30分未満（245単位）＋生活援助加算 45分（134単位） 

・ 身体介護中心型 30分以上１時間未満（388単位）＋生活援助加算 20分（67単位） 

なお、20分未満の身体介護に引き続き生活援助を行う場合は、引き続 き行われる生活

援助の単位数の加算を行うことはできない（緊急時訪問介護加算を算定する場合を除く。）。 

（４） 訪問介護の所要時間 

①・② （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

③～⑥ （略） 

（５）～（９） （略） 

（10） 介護職員初任者研修課程修了者であるサービス提供責任者を配置する指定訪問介護事業

所の減算について 

① 「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」（平成 11年９

月 17日老企第 25号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）において、「サービス提供責任者

の任用要件として、「３年以上介護等の業務に従事した者であって、介護職員初任者研修課

程を修了したもの」（介護職員基礎研修課程又は１級課程を修了した者を除く。）を定めて

いるところであるが、この要件については暫定的なものである」とされており、サービス提

供責任者の質の向上を図る観点から、将来に向け当該暫定措置を解消することとしている。

このため、介護職員初任者研修課程修了者（介護職員基礎研修課程修了者、１級課程修了者

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に
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祉士の資格取得等をさせなければならないこと。 

 

 

② （略） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

又は看護師等の資格を有する者を除く。以下同じ。）であるサービス提供責任者を配置する

事業所に係る訪問介護費を減算することとしたところであり、当該者を配置する指定訪問介

護事業所は、早期にこれらの者に介護福祉士の資格取得等をさせるよう努めること。 

② （略） 

③ 平成 27年３月 31日現在、現に介護職員初任者研修課程修了者であるサービス提供責任者

を配置している事業所については、平成 30年３月 31日までに他の指定訪問介護事業所の出

張所等（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準についての第２の１

に規定する出張所等。以下同じ。）となることが「確実に見込まれる」旨を都道府県知事（指

定都市及び中核市においては、指定都市又は中核市の市長。以下同じ。）に届け出た場合は、

平成 30年３月 31日までの間に限り減算の適用を受けないこととする経過措置を設けたとこ

ろであるが、当該経過措置の適用を受けようとする指定訪問介護事業所は、他の指定訪問介

護事業所の出張所等に移行する計画を記載した書面を作成し保管しなければならないこと。 

④ ③の経過措置の適用を受けようとする事業所においては、都道府県知事等に対する届出を

平成 28年３月 31日までに行うものとする。 

  当該届出があった場合について、都道府県知事等は、必要に応じて、当該指定訪問介護事

業所に対し、移行計画の進捗状況を確認すること。移行計画に沿った進捗が見られない等、

他の指定訪問介護事業所の出張所等への移行に係る取組が認められない場合には、速やかに

本減算を適用すること。 

（11） 指定訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利用者に

対する取扱い 

① 同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物の定義 

注７における「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」とは、当該指定訪問介護事

業所と構造上又は外形上、一体的な建築物（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホ

ーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。以下「有料老人ホーム等」という。）及び同一

敷地内並びに隣接する敷地（当該指定訪問介護事業所と有料老人ホーム等が道路等を挟んで

設置している場合を含む。）にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能なものを指す

ものである。具体的には、一体的な建築物として、当該建物の１階部分に指定訪問介護事業

所がある場合や当該建物と渡り廊下でつながっている場合など、同一の敷地内若しくは隣接

する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭い道路を挟んで隣接す

る場合などが該当するものであること。 

② 同一の建物に 20人以上居住する建物の定義 

イ 「当該指定訪問介護事業所における利用者が同一建物に 20人以上居住する建物」とは、

①に該当するもの以外の有料老人ホーム等を指すものであり、当該有料老人ホーム等に

当該指定訪問介護事業所の利用者が 20人以上居住する場合に該当し、同一敷地内にある

別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数を合算するものではない。 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に
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（11）・（12） （略） 

（13） 特定事業所加算について 

特定事業所加算の各算定要件については、次に定めるところによる。 

① 体制要件 

イ 計画的な研修の実施 

厚生労働大臣が定める基準（平成 27 年厚生労働省告示第 95号。以下「大臣基準告示」

という。）第３号イ（１）の「訪問介護員等ごとに研修計画を作成」又は同号ニ（２）の

「サービス提供責任者ごとに研修計画を作成」については、当該事業所におけるサービス

従事者の資質向上のための研修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制の確保を定

めるとともに、訪問介護員等又はサービス提供責任者について個別具体的な研修の目標、

内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定しなければならない。 

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月

間の利用者の数の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の

合計を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、

小数点以下を切り捨てるものとする。 

③ 当該減算は、指定訪問介護事業所と有料老人ホーム等の位置関係により、効率的なサービ

ス提供が可能であることを適切に評価する趣旨であることに鑑み、本減算の適用については、

位置関係のみをもって判断することがないよう留意すること。具体的には、次のような場合

を一例として、サービス提供の効率化につながらない場合には、減算を適用すべきではない

こと。 

（同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に該当しないものの例） 

 ・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合 

 ・ 隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するために迂

回しなければならない場合 

（同一の建物に 20人以上居住する建物に該当しないものの例） 

・ 同一建物に、複数のサービス付き高齢者向け住宅として登録された住戸が点在するもの

（サービス付き高齢者向け住宅として登録された住戸が特定の階層にまとまっているもの

を除く。）であって、当該建物の総戸数のうちサービス付き高齢者向け住宅の登録戸数が

５割に満たない場合。 

④ ①及び②のいずれの場合においても、同一の建物については、当該建築物の管理、運営法

人が当該指定訪問介護事業所の指定訪問介護事業者と異なる場合であっても該当するもので

あること。 

⑤ ②の実利用者については、当該指定訪問介護事業所が、第１号訪問事業（指定介護予防訪

問介護に相当するものとして市町村が定めるものに限る。以下同じ。）と一体的な運営をし

ている場合、第１号訪問事業の利用者を含めて計算すること。 

（12）・（13） （略） 

（新設） 
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ロ 会議の定期的開催 

同号イ（２）（一）の「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事

項の伝達又は当該指定訪問介護事業所における訪問介護員等の技術指導を目的とした会

議」とは、サービス提供責任者が主宰し、登録ヘルパーも含めて、当該事業所においてサ

ービス提供に当たる訪問介護員等のすべてが参加するものでなければならない。なお、実

施に当たっては、全員が一堂に会して開催する必要はなく、サービス提供責任者ごとにい

くつかのグループ別に分かれて開催することで差し支えない。会議の開催状況については、

その概要を記録しなければならない。なお、「定期的」とは、おおむね１月に１回以上開

催されている必要がある。 

ハ 文書等による指示及びサービス提供後の報告 

同号イ（２）（二）の「当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項」

とは、少なくとも、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなければな

らない。 

・利用者のＡＤＬや意欲 

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

・家族を含む環境 

・前回のサービス提供時の状況 

・その他サービス提供に当たって必要な事項 

なお、「前回のサービス提供時の状況」を除く事項については、変更があった場合に記

載することで足りるものとし、１日のうち、同一の訪問介護員等が同一の利用者に複数回

訪問する場合であって、利用者の体調の急変等、特段の事情がないときは、当該利用者に

係る文書等の指示及びサービス提供後の報告を省略することも差し支えないものとする。 

また、サービス提供責任者が事業所に不在時のサービス提供に係る文書等による指示及

びサービス提供後の報告については、サービス提供責任者が事前に一括指示を行い、適宜

事後に報告を受けることも差し支えないものとする。この場合、前回のサービス提供時の

状況等については、訪問介護員等の間での引き継ぎを行う等、適切な対応を図るとともに、

利用者の体調の急変等の際の対応のためサービス提供責任者との連絡体制を適切に確保す

ること。 

同号イ（２）（二）の「文書等の確実な方法」とは、直接面接しながら文書を手交する

方法のほか、ＦＡＸ、メール等によることも可能である。 

また、同号イ（２）（二）の訪問介護員等から適宜受けるサービス提供終了後の報告内

容について、サービス提供責任者は、文書（電磁的記録を含む。）にて記録を保存しなけ

ればならない。 

ニ 定期健康診断の実施 

同号イ（３）の健康診断等については、労働安全衛生法により定期に実施することが義
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務付けられた「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等も含めて、少なくとも１

年以内ごとに１回、事業主の費用負担により実施しなければならない。新たに加算を算定

しようとする場合にあっては、少なくとも１年以内に当該健康診断等が実施されることが

計画されていることをもって足りるものとする。 

ホ 緊急時における対応方法の明示 

同号イ（４）の「明示」については、当該事業所における緊急時等の対応方針、緊急時

の連絡先及び対応可能時間等を記載した文書を利用者に交付し、説明を行うものとする。

なお、交付すべき文書については、重要事項説明書等に当該内容を明記することをもって

足りるものとする。 

② 人材要件 

イ 訪問介護員等要件 

第３号イ（５）の介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１

級課程修了者の割合については、前年度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前３月

の１月当たりの実績の平均について、常勤換算方法により算出した数を用いて算出するも

のとする。ただし、生活援助従事者研修修了者については、0.5を乗じて算出するものとす

る。 

なお、介護福祉士又は実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課

程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している又は研修の課程を修了してい

る者とすること。 

また、看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科目を免除することが可能

とされていたことから、１級課程修了者に含めて差し支えない。 

ロ サービス提供責任者要件 

同号イ（６）の「実務経験」は、サービス提供責任者としての従事期間ではなく、在宅

や施設を問わず介護に関する業務に従事した期間をいうものであり、資格取得又は研修修

了前の従事期間も含めるものとする。 

なお、同号イ（６）ただし書については、指定居宅サービス基準第５条第２項の規定に

より常勤のサービス提供責任者を２人配置することとされている事業所については、同項

ただし書により常勤のサービス提供責任者を１人配置し、非常勤のサービス提供責任者を

常勤換算方法で必要とされる員数配置することで基準を満たすことになるが、本要件を満

たすためには、常勤のサービス提供責任者を２人以上配置しなければならないとしている

ものである。 

また、同号ニ（３）については、指定居宅サービス等基準第５条第２項の規定により配

置されることとされている常勤のサービス提供責任者が２人以下の指定訪問介護事業所で

あって、基準により配置することとされている常勤のサービス提供責任者の数（サービス

提供責任者の配置について、常勤換算方法を採用する事業所を除く。）を上回る数の常勤
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のサービス提供責任者を１人以上配置しなければならないこととしているものである。 

看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科目を免除することが可能とされ

ていたことから、１級課程修了者に含めて差し支えない。 

③ 重度要介護者等対応要件 

第３号イ（７）の要介護４及び要介護５である者又は同号ニ（４）の要介護３、要介護４

又は要介護５である者、日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められる

ことから介護を必要とする認知症である者並びに社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭

和 61年厚生省令第 49号）第１条各号に掲げる行為を必要とする者の割合については、前年

度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利

用実人員又は訪問回数を用いて算定するものとする。なお、「日常生活に支障を来すおそれ

のある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症である者」とは、日

常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を、「社会福祉士及び介護福祉士法施

行規則第１条各号に掲げる行為を必要とする者」とは、たんの吸引等（口腔内の喀痰吸引、

鼻腔内の喀痰吸引、気管カニューレ内の喀痰吸引、胃ろう又は腸ろうによる経管栄養又は経

鼻経管栄養）の行為を必要とする利用者を指すものとする。また、本要件に係る割合の計算

において、たんの吸引等の行為を必要とする者を算入できる事業所は、社会福祉士及び介護

福祉士法の規定に基づく、自らの事業又はその一環としてたんの吸引等の業務を行うための

登録を受けているものに限られること。 

④ 割合の計算方法 

②イの職員の割合及び③の利用実人員の割合の計算は、次の取扱いによるものとする。 

イ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含

む。）については、前年度の実績による加算の届出はできないものとする。 

ロ 前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降においても、

直近３月間の職員又は利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければな

らない。 

また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下回った場合

については、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。 

（14） 共生型訪問介護の所定単位数等の取扱い 

① 障害福祉制度の指定居宅介護事業所が、要介護高齢者に対し訪問介護を提供する場合 

イ 介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、旧介護職員基礎研修修了

者、旧訪問介護員１級課程又は旧２級課程修了者及び居宅介護職員初任者研修課程修了者

（相当する研修課程修了者を含む。） が訪問介護を提供する場合は、所定単位数を算定

すること。 

ロ 障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者（相当する研修課程修了者を含む。なお、介

護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成 24年厚生労働省令第 25号）による改正前

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 



別紙１ 
 

9 

 

新 旧 

の介護保険法施行規則（平成 11年厚生省令第 36号）第 22条の 23第１項に規定する３級

課程修了者については、相当する研修課程修了者に含むものとする。）、実務経験を有す

る者（平成 18年３月 31日において身体障害者居宅介護等事業、知的障害者居宅介護等事

業又は児童居宅介護等事業に従事した経験を有する者であって、都道府県知事から必要な

知識及び技術を有すると認める旨の証明書の交付を受けたものをいう。）及び廃止前の視

覚障害者外出介護従業者養成研修、全身性障害者外出介護従業者養成研修又は知的障害者

外出介護従業者養成研修課程修了者（これらの研修課程に相当するものとして都道府県知

事が認める研修の課程を修了し、当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了し

た旨の証明書の交付を受けた者（以下「旧外出介護研修修了者」という。）を含む。）が

訪問介護（旧外出介護研修修了者については、通院・外出介助（通院等乗降介助を含む。）

に限る。）を提供する場合は、所定単位数の 100分の 70に相当する単位数を算定すること。 

ハ 重度訪問介護従業者養成研修課程修了者（相当する研修課程修了者を含む。）が訪問介

護を提供する場合（早朝・深夜帯や年末年始などにおいて、一時的に人材確保の観点から

市町村がやむを得ないと認める場合に限る。）は、所定単位数の 100分の 93に相当する単

位数を算定すること。 

② 障害福祉制度の指定重度訪問介護事業所が、要介護高齢者に対し訪問介護を提供する場合 

は、所定単位数の 100分の 93に相当する単位数を算定すること。 

③ 障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者及び重度訪問介護従業者養成研修課程修了者等

による共生型訪問介護の取扱い 

①イ以外の者については、65歳に達した日の前日において、これらの研修課程修了者が勤

務する指定居宅介護事業所又は指定重度訪問介護事業所において、指定居宅介護又は指定重

度訪問介護を利用していた高齢障害者に対してのみ、サービスを提供できることとする。す

なわち、新規の要介護高齢者へのサービス提供はできないこと。 

（15） 指定訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問介

護事業所と同一の建物（以下「同一敷地内建物等」という。）等に居住する利用者に対する

取扱い 

① 同一敷地内建物等の定義 

注 11における「同一敷地内建物等」とは、当該指定訪問介護事業所と構造上又は外形上、

一体的な建築物及び同一敷地内並びに隣接する敷地（当該指定訪問介護事業所と建築物が道

路等を挟んで設置している場合を含む。）にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能

なものを指すものである。具体的には、一体的な建築物として、当該建物の１階部分に指定

訪問介護事業所がある場合や当該建物と渡り廊下でつながっている場合など、同一の敷地内

若しくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭い道路を

挟んで隣接する場合などが該当するものであること。 

② 同一の建物に 20人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）の定義 
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イ 「当該指定訪問介護事業所における利用者が同一建物に 20人以上居住する建物」とは、

①に該当するもの以外の建築物を指すものであり、当該建築物に当該指定訪問介護事業所

の利用者が 20人以上居住する場合に該当し、同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで

隣接する建物の利用者数を合算するものではない。 

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間

の利用者の数の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計

を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点

以下を切り捨てるものとする。また、当該指定訪問介護事業所が、第１号訪問事業（旧指

定介護予防訪問介護に相当するものとして市町村が定めるものに限る。以下同じ。）と一

体的な運営をしている場合、第１号訪問事業の利用者を含めて計算すること。 

③ 当該減算は、指定訪問介護事業所と建築物の位置関係により、効率的なサービス提供が可

能であることを適切に評価する趣旨であることに鑑み、本減算の適用については、位置関係

のみをもって判断することがないよう留意すること。具体的には、次のような場合を一例と

して、サービス提供の効率化につながらない場合には、減算を適用すべきではないこと。 

（同一敷地内建物等に該当しないものの例） 

 ・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合 

・ 隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するために迂

回しなければならない場合 

④ ①及び②のいずれの場合においても、同一の建物については、当該建築物の管理、運営法

人が当該指定訪問介護事業所の指定訪問介護事業者と異なる場合であっても該当するもので

あること。 

⑤ 同一敷地内建物等に 50人以上居住する建物の定義 

イ 同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等における当該指定訪問介護事業所の利

用者が 50人以上居住する建物の利用者全員に適用されるものである。 

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間

の利用者の数の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計

を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点

以下を切り捨てるものとする。 

（16） 特別地域訪問介護加算について 

注 12の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保管、着替え等を行う出張

所等（以下「サテライト事業所」という）を指し、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在

し、サテライト事業所が離島等に所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする訪問介護員等

による訪問介護は加算の対象とならず、サテライト事業所を業務の本拠とする訪問介護員等に

よる訪問介護は加算の対象となるものであること。 

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライト事業所を本拠とする訪

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（14） 特別地域訪問介護加算について 

注 11の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保管、着替え等を行う出張

所等（以下「サテライト事業所」という）を指し、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在

し、サテライト事業所が離島等に所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする訪問介護員等

による訪問介護は加算の対象とならず、サテライト事業所を業務の本拠とする訪問介護員等に

よる訪問介護は加算の対象となるものであること。 

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライト事業所を本拠とする訪

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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問介護員等を明確にするとともに、当該サテライト事業所からの提供した具体的なサービスの

内容等の記録を別に行い、管理すること。 

（17） 注 13の取扱い 

①～④ （略） 

（18） 注 14の取扱い 

注 14の加算を算定する利用者については、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準（平成 11年厚生省令第 37号。以下「指定居宅サービス基準」という。）第 20条

第３項に規定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問介護員等を明確にするとともに、当該サテライト事業所からの提供した具体的なサービスの

内容等の記録を別に行い、管理すること。 

（15） 注 12の取扱い 

①～④ （略） 

（16） 注 13の取扱い 

注 13の加算を算定する利用者については、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準（平成 11年厚生省令第 37号。以下「指定居宅サービス基準」という。）第 20条

第３項に規定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。 

（17） 特定事業所加算について 

特定事業所加算の各算定要件については、次に定めるところによる。 

① 体制要件 

イ 計画的な研修の実施 

厚生労働大臣が定める基準（平成 27年厚生労働省告示第 95号。以下「大臣基準告示」

という。）第３号イ（１）の「訪問介護員等ごとに研修計画を作成」又は同号ニ（２）の

「サービス提供責任者ごとに研修計画を作成」については、当該事業所におけるサービス

従事者の資質向上のための研修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制の確保を定

めるとともに、訪問介護員等又はサービス提供責任者について個別具体的な研修の目標、

内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定しなければならない。 

ロ 会議の定期的開催 

同号イ（２）（一）の「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事

項の伝達又は当該指定訪問介護事業所における訪問介護員等の技術指導を目的とした会

議」とは、サービス提供責任者が主宰し、登録ヘルパーも含めて、当該事業所においてサ

ービス提供に当たる訪問介護員等のすべてが参加するものでなければならない。なお、実

施に当たっては、全員が一堂に会して開催する必要はなく、サービス提供責任者ごとにい

くつかのグループ別に分かれて開催することで差し支えない。会議の開催状況については、

その概要を記録しなければならない。なお、「定期的」とは、おおむね１月に１回以上開

催されている必要がある。 

ハ 文書等による指示及びサービス提供後の報告 

同号イ（２）（二）の「当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項」

とは、少なくとも、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなければな

らない。 

・利用者のＡＤＬや意欲 

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

・家族を含む環境 

・前回のサービス提供時の状況 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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・その他サービス提供に当たって必要な事項 

なお、「前回のサービス提供時の状況」を除く事項については、変更があった場合に記

載することで足りるものとし、１日のうち、同一の訪問介護員等が同一の利用者に複数回

訪問する場合であって、利用者の体調の急変等、特段の事情がないときは、当該利用者に

係る文書等の指示及びサービス提供後の報告を省略することも差し支えないものとする。 

また、サービス提供責任者が事業所に不在時のサービス提供に係る文書等による指示及

びサービス提供後の報告については、サービス提供責任者が事前に一括指示を行い、適宜

事後に報告を受けることも差し支えないものとする。この場合、前回のサービス提供時の

状況等については、訪問介護員等の間での引き継ぎを行う等、適切な対応を図るとともに、

利用者の体調の急変等の際の対応のためサービス提供責任者との連絡体制を適切に確保す

ること。 

同号イ（２）（二）の「文書等の確実な方法」とは、直接面接しながら文書を手交する

方法のほか、ＦＡＸ、メール等によることも可能である。 

また、同号イ（２）（二）の訪問介護員等から適宜受けるサービス提供終了後の報告内

容について、サービス提供責任者は、文書（電磁的記録を含む。）にて記録を保存しなけ

ればならない。 

ニ 定期健康診断の実施 

同号イ（３）の健康診断等については、労働安全衛生法により定期に実施することが義

務付けられた「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等も含めて、少なくとも１

年以内ごとに１回、事業主の費用負担により実施しなければならない。新たに加算を算定

しようとする場合にあっては、少なくとも１年以内に当該健康診断等が実施されることが

計画されていることをもって足りるものとする。 

ホ 緊急時における対応方法の明示 

同号イ（４）の「明示」については、当該事業所における緊急時等の対応方針、緊急時

の連絡先及び対応可能時間等を記載した文書を利用者に交付し、説明を行うものとする。

なお、交付すべき文書については、重要事項説明書等に当該内容を明記することをもって

足りるものとする。 

② 人材要件 

イ 訪問介護員等要件 

第３号イ（５）の介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１

級課程修了者の割合については、前年度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前３月

の１月当たりの実績の平均について、常勤換算方法により算出した数を用いて算出するも

のとする。 

なお、介護福祉士又は実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課

程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している又は研修の課程を修了してい

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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る者とすること。 

また、看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科目を免除することが可能

とされていたことから、１級課程修了者に含めて差し支えない。 

ロ サービス提供責任者要件 

同号イ（６）の「実務経験」は、サービス提供責任者としての従事期間ではなく、在宅

や施設を問わず介護に関する業務に従事した期間をいうものであり、資格取得又は研修修

了前の従事期間も含めるものとする。 

なお、同号イ（６）ただし書については、指定居宅サービス基準第５条第２項の規定に

より常勤のサービス提供責任者を２人配置することとされている事業所については、同項

ただし書により常勤のサービス提供責任者を１人配置し、非常勤のサービス提供責任者を

常勤換算方法で必要とされる員数配置することで基準を満たすことになるが、本要件を満

たすためには、常勤のサービス提供責任者を２人以上配置しなければならないとしている

ものである。 

また、同号ニ（３）については、指定居宅サービス等基準第５条第２項の規定により配

置されることとされている常勤のサービス提供責任者が２人以下の指定訪問介護事業所で

あって、基準により配置することとされている常勤のサービス提供責任者の数（サービス

提供責任者の配置について、常勤換算方法を採用する事業所を除く。）を上回る数の常勤

のサービス提供責任者を１人以上配置しなければならないこととしているものである。 

看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科目を免除することが可能とされ

ていたことから、１級課程修了者に含めて差し支えない。 

③ 重度要介護者等対応要件 

第３号イ（７）の要介護４及び要介護５である者又は同号ニ（４）の要介護３、要介護４

又は要介護５である者、日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められる

ことから介護を必要とする認知症である者並びに社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭

和 61年厚生省令第 49号）第１条各号に掲げる行為を必要とする者の割合については、前年

度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利

用実人員又は訪問回数を用いて算定するものとする。なお、「日常生活に支障を来すおそれ

のある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症である者」とは、日

常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を、「社会福祉士及び介護福祉士法施

行規則第１条各号に掲げる行為を必要とする者」とは、たんの吸引等（口腔内の喀痰吸引、

鼻腔内の喀痰吸引、気管カニューレ内の喀痰吸引、胃ろう又は腸ろうによる経管栄養又は経

鼻経管栄養）の行為を必要とする利用者を指すものとする。また、本要件に係る割合の計算

において、たんの吸引等の行為を必要とする者を算入できる事業所は、社会福祉士及び介護

福祉士法の規定に基づく、自らの事業又はその一環としてたんの吸引等の業務を行うための

登録を受けているものに限られること。 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 



別紙１ 
 

14 

 

新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（19）・（20） （略） 

（21） 生活機能向上連携加算について 

① 生活機能向上連携加算（Ⅱ）について 

イ （略） 

ロ イの訪問介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所

リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（病院に

あっては、認可病床数が 200床未満のもの又は当該病院を中心として半径４キロメートル

以内に診療所が存在しないものに限る。以下２において同じ。）の理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士又は医師（以下２において「理学療法士等」という。）が利用者の居宅を

訪問する際にサービス提供責任者が同行する又は当該理学療法士等及びサービス提供責任

者が利用者の居宅を訪問した後に共同してカンファレンス（指定居宅介護支援等の事業の

人員及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第 38号）第 13条第９号に規定するサービ

ス担当者会議として開催されるものを除く。）を行い、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起

き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭

管理、服薬状況等）に関する利用者の状況につき、理学療法士等とサービス提供責任者が

共同して、現在の状況及びその改善可能性の評価（以下「生活機能アセスメント」という。）

を行うものとする。 

  この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬におけ

る疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健

施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院である。 

ハ イの訪問介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の日々

の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならない。 

ａ 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

ｂ 生活機能アセスメントの結果に基づき、ａの内容について定めた３月を目途とする達

成目標 

ｃ ｂの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

④ 割合の計算方法 

②イの職員の割合及び③の利用実人員の割合の計算は、次の取扱いによるものとする。 

イ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含

む。）については、前年度の実績による加算の届出はできないものとする。 

ロ 前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降においても、

直近３月間の職員又は利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければな

らない。 

また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下回った場合に

ついては、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。 

（18）・（19） （略） 

（20） 生活機能向上連携加算について 

 

① （略） 

② ①の訪問介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所又は指定通所

リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下２において「理

学療法士等」という。）が利用者の居宅を訪問する際にサービス提供責任者が同行する又は

当該理学療法士等及びサービス提供責任者が利用者の居宅を訪問した後に共同してカンファ

レンス（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第 38

号）第 13条第９号に規定するサービス担当者会議として開催されるものを除く。）を行い、

当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡ

ＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況につき、理学療法

士等とサービス提供責任者が共同して、現在の状況及びその改善可能性の評価（以下「生活

機能アセスメント」という。）を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

③ ①の訪問介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の日々の

暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならない。 

ア 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

イ 生活機能アセスメントの結果に基づき、アの内容について定めた３月を目途とする達成

目標 

ウ イの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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ｄ ｂ及びｃの目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容 

ニ ハのｂ及びｃの達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護支援専門

員の意見も踏まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客観視でき、当該利

用者の意欲の向上につながるよう、例えば当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為

を行うために必要となる基本的な動作（立位又は座位の保持等）の時間数といった数値を

用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を用いて設定すること。 

ホ （略） 

ヘ 本加算はロの評価に基づき、イの訪問介護計画に基づき提供された初回の指定訪問介護

の提供日が属する月以降３月を限度として算定されるものであり、３月を超えて本加算を

算定しようとする場合は、再度ロの評価に基づき訪問介護計画を見直す必要があること。

なお、当該３月の間に利用者に対する指定訪問リハビリテーション又は指定通所リハビリ

テーション等の提供が終了した場合であっても、３月間は本加算の算定が可能であること。 

ト 本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者及び指定訪

問リハビリテーション、指定通所リハビリテーション又はリハビリテーションを実施して

いる医療提供施設の理学療法士等に報告し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当該理

学療法士等から必要な助言を得た上で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及びハの

ｂの達成目標を踏まえた適切な対応を行うこと。 

② 生活機能向上連携加算（Ⅰ）について 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅰ）については、①ロ、ヘ及びトを除き、①を適用する。本加

算は、理学療法士等が自宅を訪問せずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況につい

て適切に把握した上でサービス提供責任者に助言を行い、サービス提供責任者が、助言に

基づき①の訪問介護計画を作成（変更）するとともに、計画作成から３月経過後、目標の

達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告することを定期的に実施することを評

価するものである。 

ａ ①イの訪問介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定

通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の

理学療法士等は、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問リ

ハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーション

を実施している医療提供施設の場において把握し、又は、指定訪問介護事業所のサービ

ス提供責任者と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当

該指定訪問介護事業所のサービス提供責任者に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用し

た動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関

する利用者の状況について適切に把握することができるよう、理学療法士等とサービス

提供責任者で事前に方法等を調整するものとする。 

ｂ 当該指定訪問介護事業所のサービス提供責任者は、ａの助言に基づき、生活機能アセ

エ イ及びウの目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容 

④ ③のイ及びウの達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護支援専門員

の意見も踏まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者

の意欲の向上につながるよう、例えば当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行う

ために必要となる基本的な動作（立位又は座位の保持等）の時間数といった数値を用いる等、

可能な限り具体的かつ客観的な指標を用いて設定すること。 

⑤ （略） 

⑥ 本加算は②の評価に基づき、①の訪問介護計画に基づき提供された初回の指定訪問介護の

提供日が属する月以降３月を限度として算定されるものであり、３月を超えて本加算を算定

しようとする場合は、再度②の評価に基づき訪問介護計画を見直す必要があること。なお、

当該３月の間に利用者に対する指定訪問リハビリテーション又は指定通所リハビリテーショ

ンの提供が終了した場合であっても、３月間は本加算の算定が可能であること。 

⑦ 本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者及び指定訪問

リハビリテーション又は指定通所リハビリテーションの理学療法士等に報告し、必要に応じ

て利用者の意向を確認し、当該理学療法士等から必要な助言を得た上で、利用者のＡＤＬ及

びＩＡＤＬの改善状況及び③のイの達成目標を踏まえた適切な対応を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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スメントを行った上で、①イの訪問介護計画の作成を行うこと。なお、①イの訪問介護

計画には、ａの助言の内容を記載すること。 

ｃ 本加算は、①イの訪問介護計画に基づき指定訪問介護を提供した初回の月に限り、算

定されるものである。なお、ａの助言に基づき訪問介護計画を見直した場合には、本加

算を算定することは可能であるが、利用者の急性増悪等により訪問介護計画を見直した

場合を除き、①イの訪問介護計画に基づき指定訪問介護を提供した翌月及び翌々月は本

加算を算定しない。 

ｄ 計画作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及びの理学療法士等に報

告すること。なお、再度ａの助言に基づき訪問介護計画を見直した場合には、本加算の

算定が可能である。 

（22） （略） 

３ 訪問入浴介護費 

（１）～（３） （略） 

（４） 指定訪問入浴介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪

問介護事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い 

訪問介護と同様であるので、２の（15）を参照されたい。 

（５） 注６の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２の（17）②から④までを参照されたい。 

（６） 注７の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２の（18）を参照されたい。 

（７） （略） 

（８） 介護職員処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の（22）を参照されたい。 

４ 訪問看護費 

（１）・（２） （略）  

（３） 訪問看護の所要時間について 

① 20分未満の訪問看護費の算定について 

20分未満の訪問看護は、短時間かつ頻回な医療処置等が必要な利用者に対し、日中等の訪

問看護における十分な観察、必要な助言・指導が行われることを前提として行われるもので

ある。したがって、居宅サービス計画又は訪問看護計画において 20分未満の訪問看護のみが

設定されることは適切ではなく、20分以上の保健師又は看護師による訪問看護を週１回以上

含む設定とすること。なお 20分未満の訪問看護は、訪問看護を 24時間行うことができる体

制を整えている事業所として緊急時訪問看護加算の届け出をしている場合に算定可能であ

る。 

② 訪問看護は在宅の要介護者の生活パターンや看護の必要性に合わせて提供されるべきであ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（21） （略） 

３ 訪問入浴介護費 

（１）～（３） （略） 

（４） 訪問入浴介護事業所と同一の建物に居住する利用者に対する取扱い 

 

訪問介護と同様であるので、２の（11）を参照されたい。 

（５） 注６の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２の（15）②から④までを参照されたい。 

（６） 注７の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２の（16）を参照されたい。 

（７） （略） 

（８） 介護職員処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の（21）を参照されたい。 

４ 訪問看護費 

（１）・（２）  （略） 

（３） 訪問看護の所要時間の算定について 

① 20分未満の訪問看護の算定について 

20分未満の訪問看護は、短時間かつ頻回な医療処置等が必要な利用者に対し、日中等の訪

問看護における十分な観察、必要な助言・指導が行われることを前提として行われるもので

ある。したがって、居宅サービス計画又は訪問看護計画において 20分未満の訪問看護のみが

設定されることは適切ではなく、20分以上の訪問看護を週１回以上含む設定とすること。な

お 20分未満の訪問看護は、訪問看護を 24時間行うことができる体制を整えている事業所と

して緊急時訪問看護加算の届け出をしている場合に算定可能である。 

 

② 訪問看護は在宅の要介護者の生活パターンや看護の必要性に合わせて提供されるべきであ

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 



別紙１ 
 

17 

 

新 旧 

ることから、単に長時間の訪問看護を複数回に区分して行うことは適切ではない。そのため、

次のような取扱いとして行うこと。 

（一）  （略） 

（二） 一人の看護職員（保健師、看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）が訪問看護を行

った後に、続いて別の看護職員が訪問看護を行った場合には、当該訪問看護の所要時間を合

算することとする。なお、当該訪問看護の提供時間を合算した場合に、准看護師による訪問

看護が含まれる場合には、当該訪問看護費は、准看護師による訪問看護費を算定する。 

（三）・（四）  （略） 

（４） 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問について 

①・② （略） 

③ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問看護を提供している利用者については、毎

回の訪問時において記録した訪問看護記録書等を用い、適切に訪問看護事業所の看護職員及

び理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士間で利用者の状況、実施した内容を共有する

とともに、訪問看護計画書（以下、「計画書」という。）及び訪問看護報告書（以下、「報

告書」という。）は、看護職員（准看護師を除く）と理学療法士、作業療法士若しくは言語

聴覚士が連携し作成すること。また、主治医に提出する計画書及び報告書は理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が実施した内容も一体的に含むものとすること。 

④ 複数の訪問看護事業所から訪問看護を受けている利用者について、計画書及び報告書の作

成にあたっては当該複数の訪問看護事業所間において十分な連携を図ったうえで作成するこ

と。 

⑤ 計画書及び報告書の作成にあたっては、訪問看護サービスの利用開始時及び利用者の状態

の変化等に合わせ、定期的な看護職員による訪問により利用者の状態の適切な評価を行うこ

と。 

⑥ ⑤における、訪問看護サービスの利用開始時とは、利用者が過去２月間（歴月）において

当該訪問看護事業所から訪問看護（医療保険の訪問看護を含む。）の提供を受けていない場

合であって、新たに計画書を作成する場合をいう。また、利用者の状態の変化等に合わせた

定期的な訪問とは、主治医からの訪問看護指示書の内容が変化する場合や利用者の心身状態

や家族等の環境の変化等の際に訪問することをいう。 

（５）・（６）  （略） 

（７） 精神科訪問看護・指導料等に係る訪問看護の利用者の取扱いについて 

精神科訪問看護・指導料又は精神科訪問看護基本療養費の算定に係る医療保険による訪問看

護（以下、「精神科訪問看護」という。）の利用者については、医療保険の給付の対象となる

ものであり、同一日に介護保険の訪問看護費を算定することはできない。なお、月の途中で利

用者の状態が変化したことにより、医療保険の精神科訪問看護から介護保険の訪問看護に変更、

又は介護保険の訪問看護から医療保険の精神科訪問看護に変更することは可能であるが、こう

ることから、単に長時間の訪問看護を複数回に区分して行うことは適切ではない。そのため、

次のような取扱いとして行うこと。 

（一）  （略） 

（二） 一人の看護職員が訪問看護を行った後に、続いて別の看護職員が訪問看護を行った場

合には、当該訪問看護の所要時間を合算することとする。なお、当該訪問看護の提供時間を

合算した場合に、准看護師による訪問看護が含まれる場合には、当該訪問看護費は、准看護

師による訪問看護費を算定する。 

（三）・（四）  （略） 

（４） 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問について 

①・② （略） 

  （新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（５）・（６）  （略） 

（７） 指定訪問看護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利用者に

対する取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（11）を参照されたい。 

 

 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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した事情によらず恣意的に医療保険と介護保険の訪問看護を変更することはできないものであ

ること。 

（８） 居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護師以外の看護師等によ

り訪問看護が行われた場合の取扱い 

① 居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の事情により

准看護師ではなく保健師又は看護師が訪問する場合については、所定単位数に 100分の 90を

乗じて得た単位数を算定すること。また、居宅サービス計画上、保健師又は看護師が訪問す

ることとされている場合に、事業所の事情により保健師又は看護師ではなく准看護師が訪問

する場合については、准看護師が訪問する場合の単位数（所定単位数の 100分の 90）を算定

すること。  

② 居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の事情により

准看護師ではなく理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問する場合については理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士の場合の所定単位数を算定すること。また、居宅サービス

計画上、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問することとされている場合に、事業

所の事情により理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士ではなく准看護師が訪問する場合に

ついては、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の場合の所定単位数を算定すること。 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

（９） 早朝・夜間、深夜の訪問看護の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（12）を参照されたい。なお、20分未満の訪問の場合につい

ても、同様の取扱いとする。 

 （10） 複数名訪問加算について 

① 二人の看護師等又は一人の看護師等と一人の看護補助者が同時に訪問看護を行う場合の複

数名訪問加算は、体重が重い利用者を一人が支持しながら、必要な処置を行う場合等、一人

で看護を行うことが困難な場合に算定を認めるものであり、これらの事情がない場合に、単

に二人の看護師等（うち一人が看護補助者の場合も含む。）が同時に訪問看護を行ったこと

のみをもって算定することはできない。 

② 複数名訪問加算（Ⅰ）において訪問を行うのは、両名とも看護師等であることとし、複数

名訪問加算（Ⅱ）において訪問を行うのは、訪問看護を行う一人が看護師等であり、同時に

訪問する一人が看護補助者であることを要する。 

 

 

（８） 二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合の加算について 

① 二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合の加算は、体重が重い利用者を一人が支持し

ながら、必要な処置を行う場合等、一人で看護を行うことが困難な場合に算定を認めるもの

であり、これらの事情がない場合に、単に２人の看護師等が同時に訪問看護を行ったことの

みをもって算定することはできない。 

② 訪問を行うのは、両名とも保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作業療法士若しく

は言語聴覚士であることを要する。 

 

 

 

 

 

 

 

（９） 居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護師以外の看護師等に

より訪問看護が行われた場合の取扱い 

居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の事情により准

看護師以外の看護師等が訪問する場合については、所定単位数に 100分の 90を乗じて得た単位

数を算定すること。また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問することとさ

れている場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師が訪問する場合の単位数（所

定単位数の 100分の 90）を算定すること。 

（10） 早朝・夜間、深夜の訪問看護の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（13）を参照されたい。なお、20分未満の訪問の場合につい

ても、同様の取扱いとする。 

（新設） 
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③ 複数名訪問加算（Ⅱ）における看護補助者とは、訪問看護を担当する看護師等の指導の下

に、療養生活上の世話（食事、清潔、排泄、入浴、移動等）の他、居室内の環境整備、看護

用品及び消耗品の整理整頓等といった看護業務の補助を行う者のことであり、資格は問わな

いが、秘密保持や安全等の観点から、訪問看護事業所に雇用されている必要があるものとす

る。 

（11） 長時間訪問看護への加算について 

① 「指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者」については（17）を参照のこと。 

② 当該加算については、保健師又は看護師が行う場合であっても、准看護師が行う場合であ

っても、同じ単位を算定するものとする。 

（12） 指定訪問看護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問看

護事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（15）を参照されたい。 

（13） 特別地域訪問看護加算の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（16）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の 15％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

（14） 注８について 

訪問介護と同様であるので、２（17）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の 10％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

（15） 注９について 

訪問介護と同様であるので、２（18）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の５％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

  （削る） 

 

 

 

（16） 緊急時訪問看護加算について 

① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意

見を求められた場合に常時対応できる体制にある事業所において、当該事業所の看護師等が

訪問看護を受けようとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に訪問することとなっ

ていない緊急時訪問を行う体制にある場合には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を

得た場合に加算する。 

② 緊急時訪問看護加算については、当該月の第１回目の介護保険の給付対象となる訪問看護

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

  （新設） 

 

 

  （11） 特別地域訪問看護加算の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（14）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の 15％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

（12） 注８について 

訪問介護と同様であるので、２（15）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の 10％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

（13） 注９について 

訪問介護と同様であるので、２（16）を参照されたい。 

なお、当該加算は所定単位数の５％加算としているが、この場合の所定単位数には緊急時訪

問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含まないこと。 

（14） 長時間訪問看護への加算について 

① 「指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者」については（16）を参照のこと。 

② 当該加算については、看護師が行う場合であっても准看護師が行う場合であっても、同

じ単位を算定するものとする。 

（15） 緊急時訪問看護加算について 

① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意

見を求められた場合に常時対応できる体制にある事業所において、当該事業所の看護師等が

訪問看護を受けようとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に訪問することとなっ

ていない緊急時訪問を行う場合には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に

加算する。 

② 緊急時訪問看護加算については、当該月の第１回目の介護保険の給付対象となる訪問看護

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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を行った日の所定単位数に加算するものとする。なお当該加算を介護保険で請求した場合に

は、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した

場合の当該各サービスにおける緊急時訪問看護加算並びに同月に医療保険における訪問看護

を利用した場合の当該訪問看護における 24時間対応体制加算は算定できないこと。 

 

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行った場合について

は、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定単位数（准看護師による緊急時訪問の場合は所

定単位数の 100分の 90）を算定する。この場合、居宅サービス計画の変更を要する。 

なお、当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算は算定

できないが、１月以内の２回目以降の緊急時訪問については、早朝・夜間、深夜の訪問看護

に係る加算を算定する。 

④・➄ （略） 

（17）  （略） 

（18） ターミナルケア加算について 

① （略） 

② ターミナルケア加算は、一人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。なお、

当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看

護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並

びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及び

訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算（以下「ターミナルケア加算等」という。）

は算定できないこと。 

③ （略） 

④ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護記録書に記録しなければな

らない。 

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録 

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアの経過

についての記録 

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の意向を把握し、

それに基づくアセスメント及び対応の経過の記録 

なお、ウについては、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセス

に関するガイドライン」等の内容を踏まえ、利用者本人及びその家族等と話し合いを行い、

利用者本人の意思決定を基本に、他の関係者との連携の上対応すること。 

⑤ （略） 

⑥ ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及び介護関係者と十分な連携を図るよう努

めること。 

を行った日の所定単位数に加算するものとする。なお当該加算を介護保険で請求した場合に

は、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した

場合の当該各サービスにおける緊急時訪問看護加算並びに同月に医療保険における訪問看護

を利用した場合の当該訪問看護における 24時間連絡体制加算及び 24時間対応体制加算は算

定できないこと。 

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行った場合について

は、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定単位数（准看護師による緊急時訪問の場合は所

定単位数の 100分の 90）を算定する。この場合、居宅サービス計画の変更を要する。 

なお、当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算は算定

できない。ただし、特別管理加算を算定する状態の者に対する１月以内の２回目以降の緊急

時訪問については、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算を算定する。 

④・⑤ （略） 

（16）  （略） 

（17） ターミナルケア加算について 

① （略） 

② ターミナルケア加算は、一人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。なお、

当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看

護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並

びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及び

訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算（以下、４において「ターミナルケア加

算等」という。）は算定できないこと。 

③ （略） 

④ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護記録書に記録しなければな

らない。 

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録 

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアの経過

についての記録 

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の意向を把握し、

それに基づくアセスメント及び対応の経過の記録 

 

 

 

⑤ （略） 

（新設） 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 
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（19）  （略） 

（20） 介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び介護医療院を退所・退院した日の訪問看護

の取り扱い 

介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設及び介護医療院を退所・退院した日については、

第２の１の（３）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号を参照のこと。）

にある利用者に限り、訪問看護費を算定できることとする。 

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）においても同様である。 

（21）  （略） 

（22） 退院時共同指導加算について 

① 退院時共同指導加算は、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又は入

所中の者が退院又は退所するに当たり、訪問看護ステーションの看護師等が、退院時共同指

導を行った後に当該者の退院又は退所後、初回の訪問看護を実施した場合に、一人の利用者

に当該者の退院又は退所につき１回（厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号を参

照のこと。）にある利用者について、複数日に退院時共同指導を行った場合には２回）に限

り、当該加算を算定できること。この場合の当該加算は、初回の訪問看護を実施した日に算

定すること。 

なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場合においても算定で

きること。 

② （略） 

③ 複数の訪問看護ステーション等が退院時共同指導を行う場合には、主治の医師の所属する

保険医療機関、介護老人保健施設若しくは介護医療院に対し、他の訪問看護ステーション等

における退院時共同指導の実施の有無について確認すること。 

④・⑤ （略）  

（23）  （略） 

（24） 看護体制強化加算について 

① 大臣基準告示第９号イ（1）の基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数

をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

② 大臣基準告示第９号イ（2）の基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数

をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

③ ①及び②に規定する実利用者数は、前６月間において、当該事業所が提供する訪問看護を

２回以上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として

数えること。そのため、①及び②に規定する割合の算出において、利用者には、当該指定訪

問看護事業所を現に利用していない者も含むことに留意すること。 

（18）  （略） 

（19） 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所・退院した日の訪問看護の取り扱い 

 

介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設を退所・退院した日については、第２の１の

（３）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号を参照のこと。）にある

利用者に限り、訪問看護費を算定できることとする。 

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）においても同様である。 

（20）  （略） 

（21） 退院時共同指導加算について 

① 退院時共同指導加算は、病院、診療所又は介護老人保健施設に入院中又は入所中の者が退

院又は退所するに当たり、訪問看護ステーションの看護師等が、退院時共同指導を行った後

に当該者の退院又は退所後、初回の訪問看護を実施した場合に、一人の利用者に当該者の退

院又は退所につき１回（厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号を参照のこと。）

にある利用者について、複数日に退院時共同指導を行った場合には２回）に限り、当該加算

を算定できること。この場合の当該加算は、初回の訪問看護を実施した日に算定すること。 

 

なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場合においても算定で

きること。 

② （略） 

③ 複数の訪問看護ステーション等が退院時共同指導を行う場合には、主治の医師の所属する

保険医療機関又は介護老人保健施設に対し、他の訪問看護ステーション等における退院時共

同指導の実施の有無について確認すること。 

④・➄ （略） 

（22）  （略） 

（23） 看護体制強化加算について 

① 大臣基準告示第９号イの基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数をイ

に掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

② 大臣基準告示第９号ロの基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数をイ

に掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

③ ①及び②に規定する実利用者数は、前３月間において、当該事業所が提供する訪問看護を

２回以上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として

数えること。そのため、①及び②に規定する割合の算出において、利用者には、当該指定訪

問看護事業所を現に利用していない者も含むことに留意すること。 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 
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④ （略） 

⑤ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、医療機関との連携のもと、看護職員の出向や

研修派遣などの相互人材交流を通じて在宅療養支援能力の向上を支援し、地域の訪問看護人

材の確保・育成に寄与する取り組みを実施していることが望ましい。 

⑥ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告示第９号イ（1）若しくはイ（2）

の割合及びイ（3）若しくはロ（2）の人数について、継続的に所定の基準を維持しなければ

ならない。なお、その割合及び人数については、台帳等により毎月記録するものとし、所定

の基準を下回った場合については、直ちに第一の５に規定する届出を提出しなければならな

いこと。 

⑦ 看護体制強化加算は、訪問看護事業所の利用者によって（Ⅰ）又は（Ⅱ）を選択的に算定

することができないものであり、当該訪問看護事業所においていずれか一方のみを選択し、

届出を行うこと。 

（25）  （略） 

５ 訪問リハビリテーション費 

（１） 算定の基準について 

① 指定訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている当該指定訪問リハ

ビリテーション事業所の医師の指示の下で実施するとともに、当該医師の診療の日から３月

以内に行われた場合に算定する。 

 

また、例外として、指定訪問リハビリテーション事業所の医師がやむを得ず診療できない

場合には、別の医療機関の計画的な医学的管理を行っている医師から情報提供（指定訪問リ

ハビリテーションの必要性や利用者の心身機能や活動等に係るアセスメント情報等）を受け、

当該情報提供を踏まえて、当該リハビリテーション計画を作成し、指定訪問リハビリテーシ

ョンを実施した場合には、情報提供を行った別の医療機関の医師による当該情報提供の基礎

となる診療の日から３月以内に行われた場合に算定する。 

この場合、少なくとも３月に１回は、指定訪問リハビリテーション事業所の医師は、当該

情報提供を行った別の医療機関の医師に対して訪問リハビリテーション計画等について情報

提供を行う。 

② 指定訪問リハビリテーションは、指定訪問リハビリテーション事業所の医師の診療に基づ

き、訪問リハビリテーション計画を作成し、実施することが原則であるが、医療保険の脳血

管疾患等リハビリテーション料、廃用症候群リハビリテーション料又は運動器リハビリテー

ション料を算定すべきリハビリテーションを受けていた患者が、介護保険の指定訪問リハビ

リテーションへ移行する際に、「リハビリテーションマネジメント加算等に関する基本的な

考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式例の提示について」（平

成 30年３月 22日老老発 0322第２号）の別紙様式２－１をもって、保険医療機関から当該事

④ （略） 

（新設） 

 

 

⑤ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告示第９号イ、ロの割合及びハの人

数について、継続的に所定の基準を維持しなければならない。なお、その割合及び人数につ

いては、台帳等により毎月記録するものとし、所定の基準を下回った場合については、直ち

に第一の５に規定する届出を提出しなければならないこと。 

 

（新設） 

 

 

（24）  （略） 

５ 訪問リハビリテーション費 

（１） 算定の基準について 

① 訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている医師の指示の下、実施する

こと。 

訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている医師の診療の日から３月以

内に行われた場合に算定する。 

また、別の医療機関の計画的な医学的管理を行っている医師から情報提供（リハビリテー

ションの指示等）を受けて、訪問リハビリテーションを実施した場合には、情報提供を行っ

た医療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から３月以内に行われた場合に

算定する。 

 

 

この場合、少なくとも３月に１回は、訪問リハビリテーション事業所は当該情報提供を行

った医師に対して訪問リハビリテーション計画について医師による情報提供を行う。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 
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業所が情報提供を受け、当該事業所の医師が利用者を診療するとともに、別紙様式２－１に

記載された内容について確認し、指定訪問リハビリテーションの提供を開始しても差し支え

ないと判断した場合には、例外として、別紙様式２－１をリハビリテーション計画書とみな

して訪問リハビリテーション費の算定を開始してもよいこととする。 

  なお、その場合であっても、算定開始の日が属する月から起算して３月以内に、当該事業

所の医師の診療に基づいて、次回の訪問リハビリテーション計画を作成する。 

③ 指定訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に当たる者に対して

１回当たり 20分以上指導を行った場合に、１週に６回を限度として算定する。 

④ 指定訪問リハビリテーション事業所が介護老人保健施設又は介護医療院である場合にあっ

て、医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問し

て指定訪問リハビリテーションを行った場合には、訪問する理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保健施設又は介護医療院の人員基準の算定に含めな

いこととする。なお、介護老人保健施設又は介護医療院による指定訪問リハビリテーション

の実施にあたっては、介護老人保健施設又は介護医療院において、施設サービスに支障のな

いよう留意する。 

⑤ （略） 

⑥ 利用者が指定訪問リハビリテーション事業所である医療機関を受診した日又は訪問診療若

しくは往診を受けた日に、訪問リハビリテーション計画の作成に必要な医師の診療が行われ

た場合には、当該複数の診療等と時間を別にして行われていることを記録上明確にする。 

（２） 指定訪問リハビリテーション事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若し

くは指定訪問リハビリテーション事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（15）を参照されたい。 

（３） 「通院が困難な利用者」について 

訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされている

が、指定通所リハビリテーションのみでは、家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である場合

の家屋状況の確認を含めた指定訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの結

果、必要と判断された場合は訪問リハビリテーション費を算定できるものである。「通院が

困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通所系サ

ービスを優先すべきということである。 

（４） 特別地域訪問リハビリテーション加算について 

訪問介護と同様であるので、２（16）を参照されたい。 

（５） 注４の取扱い 

   訪問介護と同様であるので、２（17）を参照されたい。 

（６） 注５の取扱い 

   訪問介護と同様であるので、２（18）を参照されたい。  

 

 

 

 

 

 

② 訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に当たる者に対して１回

当たり 20分以上指導を行った場合に、１週に６回を限度として算定する。 

③ 事業所が介護老人保健施設である場合にあって、医師の指示を受けた理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問して訪問リハビリテーションを行った場合には、

訪問する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保健施設の

人員基準の算定に含めないこととする。なお、介護老人保健施設による訪問リハビリテーシ

ョンの実施にあたっては、介護老人保健施設において、施設サービスに支障のないよう留意

する。 

 

④ （略） 

（新設） 

 

 

 （２） 指定訪問リハビリテーション事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居

住する利用者に対する取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（11）を参照されたい。 

（３） 「通院が困難な利用者」について 

訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされているが、

通所リハビリテーションのみでは、家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である場合の家屋状況

の確認を含めた訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの結果、必要と判断さ

れた場合は訪問リハビリテーション費を算定できるものである。「通院が困難な利用者」の趣

旨は、通院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通所系サービスを優先すべきと

いうことである。 

（新設） 

 

   （新設） 

 

（４） 注３について 

訪問介護と同様であるので、２（16）を参照されたい。 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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（７） 短期集中リハビリテーション実施加算について 

 ①～③ （略） 

（８） リハビリテーションマネジメント加算について 

 ①～③ （略） 

④ 指定訪問リハビリテーション事業所の医師が利用者に対して３月以上の指定訪問リハビリ

テーションの継続利用が必要と判断する場合には、リハビリテーション計画書の特記事項欄

に指定訪問リハビリテーションの継続利用が必要な理由、指定通所リハビリテーションその

他の指定居宅サービスの併用や移行の見通しを記載すること。 

⑤ リハビリテーション会議の構成員である医師の当該会議への出席については、テレビ電話

等情報通信機器を使用してもよいこととする。なお、テレビ電話等情報通信機器を使用する

場合には、当該会議の議事に支障のないように留意すること。 

⑥ 大臣基準告示第 12号ニ（２）のデータの提出については、厚生労働省が実施する「通所・

訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事業（Monitoring and evaluation of the 

rehabilitation services in long-term care）」（以下、「VISIT」という。）に参加し、

当該事業で活用しているシステムを用いて、リハビリテーションマネジメントで活用される

リハビリテーション計画書等のデータを提出することを評価したものである。 

当該事業への参加方法や提出するデータについては「リハビリテーションマネジメント加

算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式例

の提示について」（平成 30年３月 22日老老発 0322第２号）を参照されたい。 

（９）  急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の特別の

指示を行った場合の取扱い 

注８の「急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の

特別の指示を行った場合」とは、保険医療機関の医師が、診療に基づき、利用者の急性増悪

等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要性を認め、計画的な医学的管理

の下に、在宅で療養を行っている利用者であって通院が困難なものに対して、訪問リハビリ

テーションを行う旨の指示を行った場合をいう。この場合は、その特別の指示の日から 14日

間を限度として医療保険の給付対象となるため、訪問リハビリテーション費は算定しない。 

（10） 注 10の取扱いについて 

   訪問リハビリテーション計画は、原則、当該指定訪問リハビリテーション事業所の医師の

診療に基づき、当該医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が共同して作成するも

のである。 

注 10は、指定訪問リハビリテーション事業所とは別の医療機関の医師による計画的な医学

的管理を受けている利用者であって、当該事業所の医師がやむを得ず診療できない場合に、

別の医療機関の医師からの情報をもとに、当該事業所の医師及び理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士が訪問リハビリテーション計画を作成し、当該事業所の医師の指示に基づき、

（５） 短期集中リハビリテーション実施加算について 

 ①～③ （略） 

（６） リハビリテーションマネジメント加算について 

 ①～③ （略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 （７） 頻回のリハビリテーションを行う必要がある旨の特別の指示を行った場合の取扱い 

 

注６の「急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の特

別の指示を行った場合」とは、保険医療機関の医師が、診療に基づき、利用者の急性増悪等に

より一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要性を認め、計画的な医学的管理の下に、

在宅で療養を行っている利用者であって通院が困難なものに対して、訪問リハビリテーション

を行う旨の指示を行った場合をいう。この場合は、その特別の指示の日から 14日間を限度とし

て医療保険の給付対象となるため、訪問リハビリテーション費は算定しない。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 



別紙１ 
 

25 

 

新 旧 

当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問リハビリテーションを実施

した場合について、例外として基本報酬に 20単位を減じたもので評価したものである。 

「当該利用者に関する情報の提供」とは、別の医療機関の計画的に医学的管理を行ってい

る医師から指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、「リハビリテーションマネジメン

ト加算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様

式例の提示について」（平成 30年３月 22 日老老発 0322第２号）の別紙様式２－１のうち、

本人の希望、家族の希望、健康状態・経過、心身機能・構造、活動（基本動作、移動能力、

認知機能等）、活動（ＡＤＬ）、リハビリテーションの目標、リハビリテーション実施上の

留意点等について、当該指定訪問リハビリテーション事業所の医師が十分に記載できる情報

の提供を受けていることをいう。 

（11） 社会参加支援加算について 

 ①～③ （略） 

 ④ 平均利用月数については、以下の式により計算すること。 

  イ～ハ （略） 

ニ イ（ⅱ）における新規利用者数とは、当該評価対象期間に新たに当該事業所の提供する

指定訪問リハビリテーションを利用した者の数をいう。また、当該事業所の利用を終了後、

12月以上の期間を空けて、当該事業所を再度利用した者については、新規利用者として取

り扱うこと。 

ホ イ（ⅱ）における新規終了者数とは、評価対象期間に当該事業所の提供する指定訪問リ

ハビリテーションの利用を終了した者の数をいう。 

 ⑤ 「３月以上継続する見込みであること」の確認に当たっては、指定訪問リハビリテーショ

ン事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビリテーション終了者

の居宅を訪問し、リハビリテーション計画書のアセスメント項目を活用しながら、リハビリ

テーションの提供を終了した時と比較して、ＡＤＬ及びＩＡＤＬが維持又は改善しているこ

とを確認すること。 

   なお、利用者の居宅への訪問が困難である場合、当該利用者の介護支援専門員に対して、

居宅サービス計画の提供を依頼し、社会参加等に資する取組の実施状況を確認するとともに、

電話等を用いて、前記と同様の内容を確認すること。 

 ⑥ 「３月以上継続する見込みであること」の確認に当たって得られた情報については、リハ

ビリテーション計画書等に記録すること。 

（12） サービス提供体制強化加算について 

① 訪問看護と同様であるので、４（25）②及び③を参照のこと。 

② （略） 

（13） （略） 

６ 居宅療養管理指導費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 社会参加支援加算について 

 ①～③ （略） 

 ④ 平均利用月数については、以下の式により計算すること。 

  イ～ハ （略） 

ニ イ（ⅱ）における新規利用者数とは、当該評価対象期間に新たに当該事業所の提供する

訪問リハビリテーションを利用した者の数をいう。また、当該事業所の利用を終了後、12

月以上の期間を空けて、当該事業所を再度利用した者については、新規利用者として取り

扱うこと。 

ホ イ（ⅱ）における新規終了者数とは、評価対象期間に当該事業所の提供する訪問リハビ

リテーションの利用を終了した者の数をいう。 

 ⑤ 「３月以上継続する見込みであること」の確認に当たっては、指定訪問リハビリテーショ

ン事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、訪問リハビリテーション終了者の居

宅を訪問し、訪問リハビリテーション計画書のアセスメント項目を活用しながら、リハビリ

テーションの提供を終了した時と比較して、ＡＤＬ及びＩＡＤＬが維持又は改善しているこ

とを確認すること。 

   なお、利用者の居宅への訪問が困難である場合、当該利用者の介護支援専門員に対して、

居宅サービス計画の提供を依頼し、社会参加等に資する取組の実施状況を確認するとともに、

電話等を用いて、前記と同様の内容を確認すること。 

 ⑥ 「３月以上継続する見込みであること」の確認に当たって得られた情報については、訪問

リハビリテーション計画等に記録すること。 

（９） サービス提供体制強化加算について 

① ４（24）②及び③を参照のこと。 

② （略） 

（10） （略） 

６ 居宅療養管理指導費 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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（１） 単一建物居住者の人数について 

居宅療養管理指導の利用者が居住する建築物に居住する者のうち、同一月の利用者数を「単

一建物居住者の人数」という。 

単一建物居住者の人数は、同一月における以下の利用者の人数をいう。 

ア 養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、マン

ションなどの集合住宅等に入居又は入所している利用者 

イ 小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限る。）、認知症対応型共同生活介護、複合型

サービス（宿泊サービスに限る。）、介護予防小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限

る。）、介護予防認知症対応型共同生活介護などのサービスを受けている利用者 

ただし、ユニット数が３以下の認知症対応型共同生活介護事業所については、それぞれのユ

ニットにおいて、居宅療養管理指導費を算定する人数を、単一建物居住者の人数とみなすこと

ができる。また、１つの居宅に居宅療養管理指導費の対象となる同居する同一世帯の利用者が

２人以上いる場合の居宅療養管理指導費は、利用者ごとに「単一建物居住者が１人の場合」を

算定する。さらに、 居宅療養管理指導費について、当該建築物において当該居宅療養管理指

導事業所が居宅療養管理指導を行う利用者数が、当該建築物の戸数の 10％以下の場合又は当該

建築物の戸数が 20戸未満であって、当該居宅療養管理指導事業所が居宅療養管理指導を行う利

用者が２人以下の場合には、それぞれ「単一建物居住者が１人の場合」を算定する。 

（２） 医師・歯科医師の居宅療養管理指導について 

① 算定内容 

主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、計画的かつ継続的な医学的

管理又は歯科医学的管理に基づき、介護支援専門員（指定居宅介護支援事業者により指定居

宅介護支援を受けている居宅要介護被保険者については居宅サービス計画（以下６において

「ケアプラン」という。）を作成している介護支援専門員を、特定施設入居者生活介護、小

規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は看護小規模多機能型居宅介護の利用者にあっては、当該事業所の介護支援専門員をいう。

以下６において「ケアマネジャー」という。）に対するケアプランの作成等に必要な情報提

供並びに利用者若しくはその家族等に対する介護サービスを利用する上での留意点、介護方

法等についての指導及び助言を行った場合に算定する。ケアマネジャーへの情報提供がない

場合には、算定できないこととなるため留意すること。 

また、利用者が他の介護サービスを利用している場合にあっては、必要に応じて、利用者

又は家族の同意を得た上で、当該介護サービス事業者等に介護サービスを提供する上での情

報提供及び助言を行うこととする。 

なお、当該医師が当該月に医療保険において、「在宅時医学総合管理料」又は「施設入居

時等医学総合管理料」を当該利用者について算定した場合には、当該医師に限り居宅療養管

理指導費（Ⅱ）を算定する。 

（１） 同一建物居住者について 

 

 

同一建物居住者とは、以下の利用者をいう。 

ア 養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、マン

ションなどの集合住宅等に入居又は入所している複数の利用者 

イ 小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限る。）、認知症対応型共同生活介護、複合型

サービス（宿泊サービスに限る。）、介護予防小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限

る。）、介護予防認知症対応型共同生活介護などのサービスを受けている複数の利用者 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 医師・歯科医師の居宅療養管理指導について 

① 算定内容 

主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、計画的かつ継続的な医学的

管理又は歯科医学的管理に基づき、介護支援専門員（指定居宅介護支援事業者により指定居

宅介護支援を受けている居宅要介護被保険者については居宅サービス計画（以下６において

「ケアプラン」という。）を作成している介護支援専門員を、特定施設入居者生活介護、小

規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は看護小規模多機能型居宅介護の利用者にあっては、当該事業所の介護支援専門員をいう。

以下６において「ケアマネジャー」という。）に対するケアプランの作成等に必要な情報提

供並びに利用者若しくはその家族等に対する介護サービスを利用する上での留意点、介護方

法等についての指導及び助言を行った場合に算定する。ケアマネジャーへの情報提供がない

場合には、算定できないこととなるため留意すること。 

また、利用者が他の介護サービスを利用している場合にあっては、必要に応じて、利用者

又は家族の同意を得た上で、当該介護サービス事業者等に介護サービスを提供する上での情

報提供及び助言を行うこととする。 

なお、当該医師が当該月に医療保険において、「在宅時医学総合管理料」を当該利用者に

ついて算定した場合には、当該医師に限り居宅療養管理指導費（Ⅱ）を算定する。 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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②～⑤ （略） 

（３） 薬剤師が行う居宅療養管理指導について 

①～④ （略） 

⑤ 居宅療養管理指導を行った場合には、薬局薬剤師にあっては、薬剤服用歴の記録に、少な

くとも以下のア～ツについて記載しなければならない。 

ア 利用者の基礎情報として、利用者の氏名、生年月日、性別、介護保険の被保険者証の番

号、住所、必要に応じて緊急時の連絡先等 

イ 処方及び調剤内容として、処方した医療機関名、処方医氏名、処方日、処方内容、調剤

日、処方内容に関する照会の内容等 

（削る） 

ウ 利用者の体質、アレルギー歴、副作用歴、薬学的管理に必要な利用者の生活像等 

（削る） 

エ 疾患に関する情報として、既往歴、合併症の情報、他科受診において加療中の疾患 

オ 併用薬等（要指導医薬品、一般用医薬品、医薬部外品及びいわゆる健康食品を含む。）

の情報及び服用薬と相互作用が認められる飲食物の摂取状況等 

カ 服薬状況（残薬の状況を含む。） 

（削る） 

（削る） 

（削る） 

（削る） 

キ 副作用が疑われる症状の有無（利用者の服薬中の体調の変化を含む。）及び利用者又は

その家族等からの相談事項の要点 

（削る） 

 

ク～ス （略） 

⑥～⑮  （略） 

（４） 管理栄養士の居宅療養管理指導について 

① 管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、居宅で療養を行っており、通院による療

養が困難な利用者について、医師が当該利用者に厚生労働大臣が別に定める特別食を提供す

る必要性を認めた場合又は当該利用者が低栄養状態にあると医師が判断した場合であって、

当該医師の指示に基づき、管理栄養士が利用者の居宅を訪問し、作成した栄養ケア計画を患

者又はその家族等に対して交付するとともに、当該栄養ケア計画に従った栄養管理に係る情

報提供及び栄養食事相談又は助言を 30分以上行った場合に算定する。 

なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。 

②～④ （略） 

②～⑤ （略） 

（３） 薬剤師が行う居宅療養管理指導について 

①～④ （略） 

⑤ 居宅療養管理指導を行った場合には、薬局薬剤師にあっては、薬剤服用歴の記録に、少な

くとも以下のア～ツについて記載しなければならない。 

ア 利用者の氏名、生年月日、性別、介護保険の被保険者証の番号、住所、必要に応じて緊急

時の連絡先等の利用者についての記録 

イ 処方した医療機関名及び処方医氏名、処方日、処方内容等の処方についての記録 

ウ 調剤日、処方内容に関する照会の要点等の調剤についての記録 

エ 利用者の体質、アレルギー歴、副作用歴等の利用者についての情報の記録 

オ 利用者又はその家族等からの相談事項の要点 

（新設） 

（新設） 

 

 

カ 服薬状況 

キ 利用者の服薬中の体調の変化 

ク 併用薬等（一般用医薬品、医薬部外品及びいわゆる健康食品を含む。）の情報 

ケ 合併症の情報 

コ 他科受診の有無 

サ 副作用が疑われる症状の有無 

 

シ 飲食物（現に利用者が服用している薬剤との相互作用が認められているものに限る。）

の摂取状況等 

ス～ツ （略） 

⑥～⑮  （略） 

（４） 管理栄養士の居宅療養管理指導について 

① 管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、居宅で療養を行っており、通院による療

養が困難な利用者について、医師が当該利用者に厚生労働大臣が別に定める特別食を提供す

る必要性を認めた場合又は当該利用者が低栄養状態にあると医師が判断した場合であって、

当該医師の指示に基づき、管理栄養士が利用者の居宅を訪問し、栄養ケア計画を作成した当

該計画を患者又はその家族等に対して交付するとともに、当該栄養ケア計画に従った栄養管

理に係る情報提供及び栄養食事相談又は助言を 30分以上行った場合に算定する。 

なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。 

②～④ （略） 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 
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⑤ 心臓疾患等の患者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の患者に対する潰瘍食、侵襲の大きな消

化管手術後の患者に対する潰瘍食、クローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下

している患者に対する低残渣食並びに高度肥満症（肥満度が＋40％以上又はＢＭＩが 30以上）

の患者に対する治療食を含む。なお、高血圧の患者に対する減塩食（食塩相当量の総量が 6.0

グラム未満のものに限る。）及び嚥下困難者（そのために摂食不良となった者も含む。）の

ための流動食は、短期入所生活介護費、短期入所療養介護費、介護福祉施設サービス、介護

保健施設サービス、介護療養施設サービス、介護医療院サービス及び地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護の療養食加算の場合と異なり、居宅療養管理指導の対象となる特別食

に含まれる。 

（５） 歯科衛生士等の居宅療養管理指導について 

①～③ （略） 

④ 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、医療機関に勤務する歯科衛生士等が、

当該医療機関の歯科医師からの指示、管理指導計画に係る助言等（以下「指示等」という。）

を受け、居宅に訪問して実施した場合に算定する。なお、終了後は、指示等を行った歯科医

師に報告するものとする。 

⑤ 歯科衛生士等は実地指導に係る記録を作成し、交付した管理指導計画を当該記録に添付す

る等により保存するとともに、指導の対象となった利用者ごとに利用者氏名、訪問先、訪問

日、指導の開始及び終了時刻、指導の要点、解決すべき課題の改善等に関する要点、歯科医

師からの指示等、歯科医師の訪問診療に同行した場合には当該歯科医師の診療開始及び終了

時刻及び担当者の署名を明記し、指示等を行った歯科医師に報告する。 

⑥～⑧ （略） 

（６）・（７） （略） 

（８）  イ注４、ロ注３、ハ注４、ニ注３、ホ注３について 

訪問介護と同様であるので、２（17）②～④を参照されたい。 

（９） イ注５、ロ注４、ハ注５、ニ注４、ホ注４について 

医科診療報酬点数表 C000往診料の注４、C001在宅患者訪問診療料の注９又は歯科診療報酬点

数表 C000歯科訪問診療料の注９を算定している場合は、当該加算の対象から除外する。 

７ 通所介護費 

（１）・（２） （略） 

（３） ８時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して延長サービスを行った場合の加算の

取扱い 

延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して日常生活上の世話

を行う場合について、５時間を限度として算定されるものであり、例えば、 

①～③ （略） 

（４） 事業所規模による区分の取扱い 

⑤ 心臓疾患等の患者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の患者に対する潰瘍食、侵襲の大きな消

化管手術後の患者に対する潰瘍食、クローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下

している患者に対する低残渣食並びに高度肥満症（肥満度が＋40％以上又はＢＭＩが 30以上）

の患者に対する治療食を含む。なお、高血圧の患者に対する減塩食（食塩相当量の総量が 6.0

グラム未満のものに限る。）及び嚥下困難者（そのために摂食不良となった者も含む。）の

ための流動食は、短期入所生活介護費、短期入所療養介護費、介護福祉施設サービス、介護

保健施設サービス、介護療養施設サービス及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

の療養食加算の場合と異なり、居宅療養管理指導の対象となる特別食に含まれる。 

 

（５） 歯科衛生士等の居宅療養管理指導について 

①～③ （略） 

④ 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、医療機関に勤務する歯科衛生士等が、

当該医療機関の歯科医師からの直接の指示、管理指導計画に係る助言等（以下「指示等」と

いう。）を受け、居宅に訪問して実施した場合に算定する。なお、終了後は、指示等を行っ

た歯科医師に直接報告するものとする。 

⑤ 歯科衛生士等は実地指導に係る記録を作成し、交付した管理指導計画を当該記録に添付す

る等により保存するとともに、指導の対象となった利用者ごとに利用者氏名、訪問先、訪問

日、指導の開始及び終了時刻、指導の要点、解決すべき課題の改善等に関する要点、歯科医

師からの指示等、歯科医師の訪問診療に同行した場合には当該歯科医師の診療開始及び終了

時刻及び担当者の署名を明記し、指示等を行った歯科医師に報告する。 

⑥～⑧ （略） 

（６）・（７） （略） 

（新設） 

 

 （新設） 

 

 

７ 通所介護費 

（１）・（２） （略） 

（３） ７時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して延長サービスを行った場合の加算の

取扱い 

延長加算は、所要時間７時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して日常生活上の世話

を行う場合について、５時間を限度として算定されるものであり、例えば、 

①～③ （略） 

（４） 事業所規模による区分の取扱い 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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① 事業所規模による区分については、施設基準第５号イ（１）に基づき、前年度の１月当た

りの平均利用延人員数により算定すべき通所介護費を区分しているところであるが、当該平

均利用延人員数の計算に当たっては、同号の規定により、当該指定通所介護事業所に係る指

定通所介護事業者が指定介護予防通所介護事業者（介護保険法施行規則等の一部を改正する

省令（平成 27年厚生労働省令第４号）附則第４条第３号の規定によりなおその効力を有する

ものとされた同令第５条の規定による改正前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備

及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成 18年厚生労働省令第 35号。以下「旧指定介護予防サービス等基準」という。）

第 97条第１項に規定する指定介護予防通所介護事業者をいう。以下同じ。）若しくは第１号

通所事業（指定居宅サービス等基準第 93条第１項第３号に規定する第１号通所事業をいう。

以下同じ。）の指定のいずれか又はその双方の指定を併せて受け一体的に事業を実施してい

る場合は、当該指定介護予防通所介護事業所（旧指定介護予防サービス等基準第 97条第１項

に規定する指定介護予防通所介護事業所をいう。）及び当該第１号通所事業における前年度

の１月当たりの平均利用延人員数を含む（指定介護予防通所介護事業所における平均利用延

人員数については、平成 30年度分の事業所規模を決定する際の平成 29年度の実績に限る。）

こととされているところである。したがって、仮に指定通所介護事業者が指定介護予防通所

介護事業者若しくは第１号通所事業の指定のいずれか又はその双方の指定を併せて受けてい

る場合であっても、事業が一体的に実施されず、実態として両事業が分離されて実施されて

いる場合には、当該平均利用延人員数には当該指定介護予防通所介護事業所又は当該第１号

通所事業の平均利用延人員数は含めない取扱いとする。 

② 平均利用延人員数の計算に当たっては、３時間以上４時間未満、４時間以上５時間未満の

報酬を算定している利用者（２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含む。）

については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、５時間以上６時間未満、６時間以上

７時間未満の報酬を算定している利用者については利用者数に４分の３を乗じて得た数とす

る。また、平均利用延人員数に含むこととされた指定介護予防通所介護事業所又は第１号通

所事業の利用者の計算に当たっては、指定介護予防通所介護（旧指定介護予防サービス等基

準第 96条に規定する指定介護予防通所介護をいう。）又は第１号通所事業の利用時間が５時

間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、利用時間が５時間以

上６時間未満、６時間以上７時間未満の利用者については、利用者数に４分の３を乗じて得

た数とする。ただし、指定介護予防通所介護事業所又は第１号通所事業の利用者については、

同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計算して

も差し支えない。 

また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均利

用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものとする。 

③・④ （略） 

① 事業所規模による区分については、施設基準第５号イ（１）に基づき、前年度の１月当た

りの平均利用延人員数により算定すべき通所介護費を区分しているところであるが、当該平

均利用延人員数の計算に当たっては、同号の規定により、当該指定通所介護事業所に係る指

定通所介護事業者が指定介護予防通所介護事業者（介護保険法施行規則等の一部を改正する

省令（平成 27年厚生労働省令第４号）附則第４条第３号の規定によりなおその効力を有する

ものとされた同令第５条の規定による改正前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備

及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成 18年厚生労働省令第 35号。以下「旧指定介護予防サービス等基準」という。）

第 97条第１項に規定する指定介護予防通所介護事業者をいう。以下同じ。）若しくは第１号

通所事業（指定居宅サービス等基準第 93条第１項第３号に規定する第１号通所事業をいう。

以下同じ。）の指定のいずれか又はその双方の指定を併せて受け一体的に事業を実施してい

る場合は、当該指定介護予防通所介護事業所（旧指定介護予防サービス等基準第 97条第１項

に規定する指定介護予防通所介護事業所をいう。）及び当該第１号通所事業における前年度

の１月当たりの平均利用延人員数を含むこととされているところである。したがって、仮に

指定通所介護事業者が指定介護予防通所介護事業者若しくは第１号通所事業の指定のいずれ

か又はその双方の指定を併せて受けている場合であっても、事業が一体的に実施されず、実

態として両事業が分離されて実施されている場合には、当該平均利用延人員数には当該指定

介護予防通所介護事業所又は当該第１号通所事業の平均利用延人員数は含めない取扱いとす

る。 

 

② 平均利用延人員数の計算に当たっては、３時間以上５時間未満の報酬を算定している利用

者（２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含む。）については、利用者数に

２分の１を乗じて得た数とし、５時間以上７時間未満の報酬を算定している利用者について

は利用者数に４分の３を乗じて得た数とする。また、平均利用延人員数に含むこととされた

指定介護予防通所介護事業所又は第１号通所事業の利用者の計算に当たっては、指定介護予

防通所介護（旧指定介護予防サービス等基準第 96条に規定する指定介護予防通所介護をい

う。）又は第１号通所事業の利用時間が５時間未満の利用者については、利用者数に２分の

１を乗じて得た数とし、利用時間が５時間以上７時間未満の利用者については、利用者数に

４分の３を乗じて得た数とする。ただし、指定介護予防通所介護事業所又は第１号通所事業

の利用者については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく

方法によって計算しても差し支えない。 

 

また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均利

用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものとする。 

③・④ （略） 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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（５） （略） 

（６） 生活相談員配置等加算について 

① 生活相談員（社会福祉士、精神保健福祉士等）は、共生型通所介護の提供日ごとに、当該

共生型通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要があるが、共生型通所介護の指

定を受ける障害福祉制度における指定生活介護事業所、指定自立訓練（機能訓練）事業所、

指定自立訓練（生活訓練）事業所、指定児童発達支援事業所又は指定放課後等デイサービス

事業所（以下この（６）において「指定生活介護事業所等」という。）に配置している従業

者の中に、既に生活相談員の要件を満たす者がいる場合には、新たに配置する必要はなく、

兼務しても差し支えない。 

なお、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を配置している場合は、その曜日

のみ加算の算定対象となる。 

② 地域に貢献する活動は、「地域の交流の場（開放スペースや保育園等との交流会など）の

提供」、「認知症カフェ・食堂等の設置」、「地域住民が参加できるイベントやお祭り等の

開催」、「地域のボランティアの受入や活動（保育所等における清掃活動等）の実施」、「協

議会等を設けて地域住民が事業所の運営への参画」、「地域住民への健康相談教室・研修会」

など、地域や多世代との関わりを持つためのものとするよう努めること。 

③ なお、当該加算は、共生型通所介護の指定を受ける指定生活介護事業所等においてのみ算

定することができるものであること。 

（７） 注６の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（17）を参照されたい。 

（８）（略） 

（９） 中重度者ケア体制加算について 

 ①～④ （略） 

 ⑤ 中重度者ケア体制加算については、事業所を利用する利用者全員に算定することができる。

また、注 12の認知症加算の算定要件も満たす場合は、中重度者ケア体制加算の算定とともに

認知症加算も算定できる。 

 ⑥ （略） 

（10） 生活機能向上連携加算について 

① 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテ

ーションを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が 200床未満のもの又

は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。）の理

学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この（10）において「理学療法士等」と

いう。）が、当該指定通所介護事業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員、看護職員、

介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）と共同して

アセスメント、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。

（５） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 注４の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（16）を参照されたい。 

（７）（略） 

（８） 中重度者ケア体制加算について 

 ①～④ （略） 

 ⑤ 中重度者ケア体制加算については、事業所を利用する利用者全員に算定することができる。

また、注８の認知症加算の算定要件も満たす場合は、中重度者ケア体制加算の算定とともに

認知症加算も算定できる。 

 ⑥ （略） 

（新設） 
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その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に

関する助言を行うこと。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における

疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施

設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること。 

② ①の個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載

しなければならない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当す

る介護支援専門員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよ

う、段階的な目標を設定するなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、

個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって

個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。また、個別機能訓練加算を

算定している場合は、別に個別機能訓練計画を作成する必要はないこと。 

③ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練

の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適

切に提供していること。 

④ 個別機能訓練計画の進捗状況等について、３月ごとに１回以上、理学療法士等が指定通所

介護事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同で評価した上で、機能訓練指導員等が利用者

又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し記録

するとともに、必要応じて訓練内容の見直し等を行うこと。 

⑤ 各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者又はそ

の家族及び理学療法士等に報告・相談し、必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確

認の上、理学療法士等から必要な助言を得た上で、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上が

り、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服

薬状況等）の改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

⑥ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常

に当該事業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。 

（11） 個別機能訓練加算について 

① 個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あ

ん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有す

る機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限

る。）（以下７において「理学療法士等」という。）が個別機能訓練計画に基づき、計画的に行

った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）について算定する。 

②～④ （略） 

⑤ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９） 個別機能訓練加算について 

① 個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又は

あん摩マッサージ指圧師（以下７において「理学療法士等」という。）が個別機能訓練計画に

基づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）について算定する。 

 

 

 

②～④ （略） 

⑤ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ
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要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 



別紙１ 
 

32 

 

新 旧 

の他の職種の者が共同して、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等を内容とする個

別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施時間、実施方法

等について評価等を行う。なお、通所介護においては、個別機能訓練計画に相当する内容を

通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えるこ

とができるものとすること。 

⑥～⑪ （略） 

（12） ＡＤＬ維持等加算について 

① ＡＤＬの評価は、Barthel Indexを用いて行うものとする。 

② 大臣基準告示第 16号の２イ（４）におけるＡＤＬ値の提出は、サービス本体報酬の介護給

付費明細書の給付費明細欄の摘要欄に記載することで行う。 

③ 大臣基準告示第 16号の２ロ（２）におけるＡＤＬ値の提出は、ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）の

介護給付費明細書の給付費明細欄の摘要欄に記載することによって行う。なお、当該提出は、

当該提出の月の属する年の１月から１２月までが評価対象期間となる際に大臣基準告示第 16

号の２イ（４）によって求められるＡＤＬ値の提出を兼ねるものとする。 

④ 平成 30年度については、平成 29年 1月から 12月までの評価対象期間について、次のイか

らハまでを満たしている場合に算定できることとする。 

イ 大臣基準告示第 16号の２イ（１）から（３）までの基準を満たすことを示す書類を保存

していること。 

ロ 同号イ（４）の基準（厚生労働大臣への提出を除く。）を満たすことを示す書類を保存し

ていること。 

ハ 同号イ（５）中「提出者」を「ＡＤＬ値が記録されている者」とした場合に、同号イ（５）

の基準を満たすことを示す書類を保存していること。 

⑤ 平成 31年度以降に加算を算定する場合であって、加算を算定する年度の初日の属する年の

前年の１月から 12月までの間に、指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所介護費の注 11

に掲げる基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出ている場合には、届出の日か

ら同年 12月までの期間を評価対象期間とする。 

⑥ 提出されたデータについては、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資

するため、適宜活用されるものである。 

（13） 認知症加算について 

① 常勤換算方法による職員数の算定方法は、（９）①を参照のこと。 

② （略） 

③ 利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、（９）③を参照のこと。 

④～⑦ （略） 

⑧ 認知症加算については、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者に対して算定

することができる。また、注８の中重度者ケア体制加算の算定要件も満たす場合は、認知症

の他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）が共同して、利用者ごとにその目標、

実施時間、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別

機能訓練の効果、実施時間、実施方法等について評価等を行う。なお、通所介護においては、

個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって

個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。 

⑥～⑪ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10） 認知症加算について 

① 常勤換算方法による職員数の算定方法は、（８）①を参照のこと。 

② （略） 

③ 利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、（８）③を参照のこと。 

④～⑦ （略） 

⑧ 認知症加算については、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者に対して算定

することができる。また、注６の中重度者ケア体制加算の算定要件も満たす場合は、認知症
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加算の算定とともに中重度者ケア体制加算も算定できる。 

⑨ （略） 

（14） （略） 

（15） 栄養改善加算について 

① （略） 

② 当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所、医療機関又は栄養ケア・ステーシ

ョン）との連携により、管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。 

③～⑤ （略） 

（16） 栄養スクリーニング加算について 

① 栄養スクリーニングの算定に係る栄養状態に関するスクリーニングは、利用者ごとに行わ

れるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。 

② 栄養スクリーニング加算の算定に当たっては、利用者について、次に掲げるイからニに関

する確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。 

イ ＢＭＩが 18.5未満である者 

ロ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」

（平成 18年６月９日老発第 0609001号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チェック

リストの No.11の項目が「１」に該当する者 

ハ 血清アルブミン値が 3.5g/dl以下である者 

ニ 食事摂取量が不良（75％以下）である者 

③ 栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定する

こととし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく栄養スクリーニングを継続的に実施

すること。 

④ 栄養スクリーニング加算に基づく栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算に係る栄養改

善サービスの提供が必要と判断された場合は、栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改

善加算を算定できること。 

（17）  （略） 

（18） 事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に通所介護を行う場合

について 

① 同一建物の定義 

注 18における「同一建物」とは、当該指定通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な

建築物を指すものであり、具体的には、当該建物の１階部分に指定通所介護事業所がある場

合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物

や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。 

また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定通所介護

事業所の指定通所介護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。 

加算の算定とともに中重度者ケア体制加算も算定できる。 

⑨ （略） 

（11） （略） 

（12） 栄養改善加算について 

① （略） 

② 管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。 

 

③～⑤ （略） 

（新設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（13）  （略） 

（14） 事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に通所介護を行う場合

について 

① 同一建物の定義 

注 13における「同一建物」とは、当該指定通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な

建築物を指すものであり、具体的には、当該建物の１階部分に指定通所介護事業所がある場

合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物

や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。 

また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定通所介護

事業所の指定通所介護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に
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② （略） 

（19）～（22） （略） 

（23） 介護職員処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の（22）を参照されたい。 

８ 通所リハビリテーション費 

（１） 所要時間による区分の取扱い 

① 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、通所リハビリテーション計画

に位置づけられた内容の指定通所リハビリテーションを行うための標準的な時間によること

としている。そのため、例えば、単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え等

の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、指定通所リハビリテーシ

ョンのサービスが提供されているとは認められないものであり、この場合は当初計画に位置

づけられた所要時間に応じた所定単位数を算定すること（このような家族等の出迎え等まで

の間のいわゆる「預かり」サービスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支え

ない。）。 

② 指定通所リハビリテーションを行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まないも

のとするが、送迎時に実施した居宅内での介助等（電気の消灯・点灯、窓の施錠、着替え、

ベッドへの移乗等）に要する時間は、次のいずれの要件も満たす場合、１日 30分以内を限度

として、指定通所リハビリテーションを行うのに要する時間に含めることができる。 

イ・ロ （略） 

③ 当日の利用者の心身の状況から、実際の指定通所リハビリテーションの提供が通所リハビ

リテーション計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には通所リハビリテーショ

ン計画上の単位数を算定して差し支えない。なお、通所リハビリテーション計画上の所要時

間よりも大きく短縮した場合には、通所リハビリテーション計画を変更のうえ、変更後の所

要時間に応じた単位数を算定すること。 

④ 利用者に対して、１日に複数の指定通所リハビリテーションを行う事業所にあっては、そ

れぞれの指定通所リハビリテーションごとに通所リハビリテーション費を算定するものとす

る（例えば、午前と午後に指定通所リハビリテーションを行う場合にあっては、午前と午後

それぞれについて通所リハビリテーション費を算定する。）。ただし、１時間以上２時間未

満の指定通所リハビリテーションの利用者については、同日に行われる他の通所リハビリテ

ーション費は算定できない。 

（２） （略） 

（３） １時間以上２時間未満の指定通所リハビリテーションにおける理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士を専従かつ常勤で２名以上配置している事業所の加算の取り扱いについて 

注２における「専従」とは、当該指定通所リハビリテーション事業所において行うリハビ

リテーションについて、当該リハビリテーションを実施する時間に専らその職務に従事して

② （略） 

（15）～（18） （略） 

（19） 介護職員処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の（21）を参照されたい。 

８ 通所リハビリテーション費 

（１） 所要時間による区分の取扱い 

① 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、通所リハビリテーション計画

に位置づけられた内容の通所リハビリテーションを行うための標準的な時間によることとし

ている。そのため、例えば、単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都

合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、通所リハビリテーションのサ

ービスが提供されているとは認められないものであり、この場合は当初計画に位置づけられ

た所要時間に応じた所定単位数を算定すること（このような家族等の出迎え等までの間のい

わゆる「預かり」サービスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支えない。）。 

 

② 指定通所リハビリテーションを行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まないも

のとするが、送迎時に実施した居宅内での介助等（電気の消灯・点灯、窓の施錠、着替え、

ベッドへの移乗等）に要する時間は、次のいずれの要件も満たす場合、１日 30分以内を限度

として、通所リハビリテーションを行うのに要する時間に含めることができる。 

イ・ロ （略） 

③ 当日の利用者の心身の状況から、実際の通所リハビリテーションの提供が通所リハビリテ

ーション計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には通所リハビリテーション計

画上の単位数を算定して差し支えない。なお、通所リハビリテーション計画上の所要時間よ

りも大きく短縮した場合には、通所リハビリテーション計画を変更のうえ、変更後の所要時

間に応じた単位数を算定すること。 

④ 利用者に対して、１日に複数の指定通所リハビリテーションを行う事業所にあっては、そ

れぞれの指定通所リハビリテーションごとに通所リハビリテーション費を算定するものとす

る（例えば、午前と午後に指定通所リハビリテーションを行う場合にあっては、午前と午後

それぞれについて通所リハビリテーション費を算定する。）。ただし、１時間以上２時間未

満の通所リハビリテーションの利用者については、同日に行われる他の通所リハビリテーシ

ョン費は算定できない。 

（２） （略） 

（３） １時間以上２時間未満の通所リハビリテーションにおける理学療法士、作業療法士、又

は言語聴覚士（以下８において「理学療法士等」という。）を専従かつ常勤で２名以上配置し

ている事業所の加算の取り扱いについて 

注２における「専従」とは、当該通所リハビリテーション事業所において行うリハビリテー

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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いることで足りるものとすること。 

 

（４） ７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションの前後に連続して延長サービスを

行った場合の加算（延長加算）の取扱い 

① 当該加算は、所要時間７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションの前後に連続

して指定通所リハビリテーションを行う場合について、６時間を限度として算定されるもの

である。 

例えば、８時間の指定通所リハビリテーションの後に連続して２時間の延長サービスを行

った場合や、８時間の指定通所リハビリテーションの前に連続して１時間、後に連続して１

時間、合計２時間の延長サービスを行った場合には、２時間分の延長サービスとして 100単

位を算定する。 

② 当該加算は指定通所リハビリテーションと延長サービスを通算した時間が８時間以上の部

分について算定されるものであるため、例えば、７時間の指定通所リハビリテーションの後

に連続して２時間の延長サービスを行った場合には、指定通所リハビリテーションと延長サ

ービスの通算時間は９時間であり、１時間分（時間＝９時間－８時間）の延長サービスとし

て 50単位を算定する。 

③ 延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制にあり、かつ、

実際に延長サービスを行った場合に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、

適当数の従業者を置いていることが必要である。 

（５） リハビリテーション提供体制加算について 

「当該事業所の利用者の数」とは、指定通所リハビリテーション事業者と指定介護予防通

所リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、指定通所リハビリテーションの事業と指

定介護予防通所リハビリテーションの事業とが同一の事業所において一体的に運営されてい

る場合にあっては、指定通所リハビリテーションの利用者数と指定介護予防通所リハビリテ

ーションの利用者数の合計をいう。 

（６） 注４の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（18）を参照されたい。 

（７） 平均利用延人員数の取扱い 

① （略） 

② 平均利用延人員数の計算に当たっては、１時間以上２時間未満の報酬を算定している利用

者については、利用者数に４分の１を乗じて得た数とし、２時間以上３時間未満の報酬を算

定している利用者及び３時間以上４時間未満の報酬を算定している利用者については、利用

者数に２分の１を乗じて得た数とし、４時間以上５時間未満の報酬を算定している利用者及

び５時間以上６時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分の３を乗

じて得た数とする。また、平均利用延人員数に含むこととされた指定介護予防通所リハビリ

ションについて、当該リハビリテーションを実施する時間に専らその職務に従事していること

で足りるものとすること。 

（４） ６時間以上８時間未満の通所リハビリテーションの前後に連続して延長サービスを行っ

た場合の加算（延長加算）の取扱い 

① 当該加算は、所要時間６時間以上８時間未満の通所リハビリテーションの前後に連続して

通所リハビリテーションを行う場合について、６時間を限度として算定されるものである。 

例えば、８時間の通所リハビリテーションの後に連続して２時間の延長サービスを行った

場合や、８時間の通所リハビリテーションの前に連続して１時間、後に連続して１時間、合

計２時間の延長サービスを行った場合には、２時間分の延長サービスとして 100単位を算定

する。 

 

② 当該加算は通所リハビリテーションと延長サービスを通算した時間が８時間以上の部分に

ついて算定されるものであるため、例えば、７時間の通所リハビリテーションの後に連続し

て２時間の延長サービスを行った場合には、通所リハビリテーションと延長サービスの通算

時間は９時間であり、１時間分（時間＝９時間－８時間）の延長サービスとして 50単位を算

定する。 

③ 延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制にあり、かつ、

実際に延長サービスを行った場合に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、

適当数の従業者を置いていることが必要である。 

（新設） 

 

 

 

 

 

（５） 注４の取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（16）を参照されたい。 

（６） 平均利用延人員数の取扱い 

① （略） 

② 平均利用延人員数の計算に当たっては、１時間以上２時間未満の報酬を算定している利用

者については、利用者数に４分の１を乗じて得た数とし、２時間以上３時間未満の報酬を算

定している利用者及び３時間以上４時間未満の報酬を算定している利用者については、利用

者数に２分の１を乗じて得た数とし、４時間以上６時間未満の報酬を算定している利用者に

ついては利用者数に４分の３を乗じて得た数とする。また、平均利用延人員数に含むことと

された介護予防通所リハビリテーション事業所の利用者の計算に当たっては、介護予防通所

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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テーション事業所の利用者の計算に当たっては、指定介護予防通所リハビリテーションの利

用時間が２時間未満の利用者については、利用者数に４分の１を乗じて得た数とし、２時間

以上４時間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、利用時間が

４時間以上６時間未満の利用者については、利用者数に４分の３を乗じて得た数とする。た

だし、指定介護予防通所リハビリテーション事業所の利用者については、同時にサービスの

提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計算しても差し支えない。 

また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均

利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものとす

る。 

③・④ （略） 

（８） 指定通所リハビリテーションの提供について 

① 平成 27年度の介護報酬改定において、個別リハビリテーション実施加算が本体報酬に包括

化された趣旨を踏まえ、利用者の状態に応じ、個別にリハビリテーションを実施することが

望ましいこと。 

② 指定通所リハビリテーションは、指定通所リハビリテーション事業所の医師の診療に基づ

き、通所リハビリテーション計画を作成し、実施することが原則であるが、例外として、医

療保険の脳血管疾患等リハビリテーション料、廃用症候群リハビリテーション料又は運動器

リハビリテーション料を算定すべきリハビリテーションを受けていた患者が、介護保険の指

定通所リハビリテーションへ移行する際に、「リハビリテーションマネジメント加算等に関

する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式例の提示に

ついて」（平成 30年３月 22日老老発 0322 第２号）の別紙様式２－１をもって、保険医療機

関から当該事業所が情報提供を受け、当該事業所の医師が利用者を診療するとともに、別紙

様式２－１に記載された内容について確認し、指定通所リハビリテーションの提供を開始し

ても差し支えないと判断した場合には、別紙様式２－１をリハビリテーション計画書とみな

して通所リハビリテーション費の算定を開始してもよいこととする。 

  なお、その場合であっても、算定開始の日が属する月から起算して３月以内に、当該事業

所の医師の診療に基づいて、次回のリハビリテーション計画を作成する。 

（９） 入浴介助加算について 

通所介護と同様であるので、７（８）を参照されたい。 

（10） リハビリテーションマネジメント加算について 

① リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環

として実施されるものであり、リハビリテーションの質の向上を図るため、利用者の状態や

生活環境等を踏まえた多職種協働による通所リハビリテーション計画の作成、当該計画に基

づく適切なリハビリテーションの提供、当該提供内容の評価とその結果を踏まえた当該計画

の見直し等といったＳＰＤＣＡサイクルの構築を通じて、継続的にリハビリテーションの質

リハビリテーションの利用時間が２時間未満の利用者については、利用者数に４分の１を乗

じて得た数とし、２時間以上４時間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて

得た数とし、利用時間が４時間以上６時間未満の利用者については、利用者数に４分の３を

乗じて得た数とする。ただし、介護予防通所リハビリテーション事業所の利用者については、

同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計算して

も差し支えない。 

また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均

利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものとす

る。 

③・④ （略） 

（７） 通所リハビリテーションの提供について 

平成 27年度の介護報酬改定において、個別リハビリテーション実施加算が本体報酬に包括化

された趣旨を踏まえ、利用者の状態に応じ、個別にリハビリテーションを実施することが望ま

しいこと。 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 入浴介助加算について 

通所介護と同様であるので、７（７）を参照されたい。 

（９） リハビリテーションマネジメント加算について 

① リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環

として実施されるものであり、リハビリテーションの質の向上を図るため、利用者の状態や

生活環境等を踏まえた多職種協働による通所リハビリテーション計画の作成、当該計画に基

づく適切なリハビリテーションの提供、当該提供内容の評価とその結果を踏まえた当該計画

の見直し等といったＳＰＤＣＡサイクルの構築を通じて、継続的にリハビリテーションの質

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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の管理を行った場合に加算するものである。 

② 「リハビリテーションの質の管理」とは、生活機能の維持又は向上を目指すに当たって、

心身機能、個人として行うＡＤＬやＩＡＤＬといった活動をするための機能、家庭での役割

を担うことや地域の行事等に関与すること等といった参加をするための機能について、バラ

ンス良くアプローチするリハビリテーションが提供できているかを管理することをいう。 

③ （略） 

④ 注７ロに規定するリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）（１）、注７ハに規定する

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅲ）（１）又は注７ニに規定するリハビリテーショ

ンマネジメント加算（Ⅳ）（１）を取得後は、注７ロに規定するリハビリテーションマネジ

メント加算（Ⅱ）（２）、注７ハに規定するリハビリテーションマネジメント加算（Ⅲ）（２）

又は注７ニに規定するリハビリテーションマネジメント加算（Ⅳ）（２）を算定するもので

あることに留意すること。 

  ただし、当該期間以降であっても、リハビリテーション会議を開催し、利用者の急性増悪

等により引き続き月に１回以上、当該会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、当該計画

を見直していく必要性が高いことを利用者又は家族並びに構成員が合意した場合、リハビリ

テーションマネジメント加算（Ⅱ）（１）、リハビリテーションマネジメント加算（Ⅲ）（１）

又はリハビリテーションマネジメント加算（Ⅳ）（１）を再算定できるものであること。 

⑤ （略） 

⑥ 指定通所リハビリテーション事業所の医師が利用者に対して３月以上の指定通所リハビリ

テーションの継続利用が必要と判断する場合には、リハビリテーション計画書の特記事項欄

に指定通所リハビリテーションの継続利用が必要な理由、その他指定居宅サービスの併用と

移行の見通しを記載すること。 

⑦ リハビリテーション会議の構成員である医師の当該会議への出席については、テレビ電話

等情報通信機器を使用してもよいこととする。なお、テレビ電話等情報通信機器を使用する

場合には、当該会議の議事に支障のないよう留意すること。 

⑧ リハビリテーション会議の開催頻度について、指定通所リハビリテーションを実施する指

定通所リハビリテーション事業所若しくは指定介護予防通所リハビリテーションを実施する

指定介護予防通所リハビリテーション事業所並びに当該事業所の指定を受けている保険医療

機関において、算定開始の月の前月から起算して前 24月以内に介護保険または医療保険のリ

ハビリテーションに係る報酬の請求が併せて６月以上ある利用者については、算定当初から

３月に１回の頻度でよいこととする。 

⑨ 大臣基準告示第 25号ニ（２）のデータ提出については、厚生労働省が実施する VISITに参

加し、当該事業で活用しているシステムを用いて、リハビリテーションマネジメントで活用

されるリハビリテーション計画書等のデータを提出することを評価したものである。 

当該事業への参加方法や提出するデータについては「リハビリテーションマネジメント加

の管理を行った場合に加算するものである。 

② 「リハビリテーションの質の管理」とは、生活機能の維持又は向上を目指すに当たって、

心身機能、個人として行うＡＤＬやＩＡＤＬといった活動、家庭での役割を担うことや地域

の行事等に関与すること等といった参加について、バランス良くアプローチするリハビリテ

ーションが提供できているかを管理することをいう。 

③ （略） 

④ 注６ロに規定するリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）（１）を取得後は、注６ロ

に規定するリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）（２）を算定するものであることに

留意すること。 

  ただし、当該期間以降であっても、リハビリテーション会議を開催し、利用者の急性増悪

等により引き続き月に１回以上、当該会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、当該計画

を見直していく必要性が高いことを利用者若しくは家族並びに構成員が合意した場合、リハ

ビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）（１）を再算定できるものであること。 

 

 

 

 

⑤ （略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 
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算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式例

の提示について」（平成 30年３月 22日老老発 0322第２号）を参照されたい。 

（11）・（12） （略）  

（13） 生活行為向上リハビリテーション実施加算について 

 ① 生活行為向上リハビリテーション実施加算の「生活行為」とは、個人の活動として行う排

泄、入浴、調理、買物、趣味活動等の行為をいう。 

 ② 生活行為向上リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーション（以下「生活行為

向上リハビリテーション」という。）は、加齢や廃用症候群等により生活機能の一つである

活動をするための機能が低下した利用者に対して、当該機能を回復させ、生活行為の内容の

充実を図るための目標と当該目標を踏まえた６月間の生活行為向上リハビリテーションの内

容を生活行為向上リハビリテーション実施計画にあらかじめ定めた上で、計画的に実施する

ものであること。 

 ③ 生活行為向上リハビリテーションを提供するための生活行為向上リハビリテーション実施

計画の作成や、リハビリテーション会議における当該リハビリテーションの目標の達成状況

の報告については、大臣基準告示第 28号イによって配置された者が行うことが想定されてい

ることに留意すること。 

 ④ 生活行為向上リハビリテーション実施計画の作成に当たっては、本加算の趣旨及び注 12の

減算について説明した上で、当該計画の同意を得るよう留意すること。 

 ⑤ 本加算の算定に当たっては、リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）、（Ⅲ）又は（Ⅳ）

の算定が前提となっていることから、当該加算の趣旨を踏まえ、家庭での役割を担うことや

地域の行事等に関与すること等を可能とすることを見据えた目標や実施内容を設定するこ

と。 

 ⑥ （略） 

 ⑦ 生活行為向上リハビリテーション実施計画に従ったリハビリテーションの評価に当たって

は、利用者の居宅を訪問し、当該利用者の居宅における応用的動作能力や社会適応能力につ

いて評価を行い、その結果を当該利用者とその家族に伝達すること。なお、当該利用者の居

宅を訪問した際、リハビリテーションを実施することはできないことに留意すること。 

（14） 注 12の減算について 

   （略） 

（15） 若年性認知症利用者受入加算について 

通所介護と同様であるので、７（14）を参照されたい。 

（16） 栄養改善加算について 

通所介護と同様であるので、７（15）を参照されたい。 

（17） 栄養スクリーニング加算について 

   通所介護と同様であるので、７（16）を参照されたい。 

 

 

（10）・（11） （略）   

（12） 注９の加算について 

 ① 注９の「生活行為」とは、個人の活動として行う排泄、入浴、調理、買物、趣味活動等の

行為をいう。 

 ② 注９の加算におけるリハビリテーション（以下「生活行為向上リハビリテーション」とい

う。）は、加齢や廃用症候群等により生活機能の一つである活動をするための機能が低下し

た利用者に対して、当該機能を回復させ、生活行為の内容の充実を図るための目標と当該目

標を踏まえた６月間のリハビリテーションの実施内容をリハビリテーション実施計画にあら

かじめ定めた上で、計画的に実施するものであること。 

 

 ③ 生活行為向上リハビリテーションを提供するためのリハビリテーション実施計画の作成

や、リハビリテーション会議における当該リハビリテーションの目標の達成状況の報告につ

いては、厚生労働大臣が定める基準第 28号イによって配置された者が行うことが想定されて

いることに留意すること。 

 ④ 通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、注 10の減算について説明した上で、当

該計画の同意を得るよう留意すること。 

 ⑤ 本加算の算定に当たっては、リハビリテーションマネジメント加算の算定が前提となって

いることから、当該加算の趣旨を踏まえ、家庭での役割を担うことや地域の行事等に関与す

ること等を可能とすることを見据えた目標や実施内容を設定すること。 

 

 ⑥ （略）。 

 ⑦ リハビリテーション実施計画に従ったリハビリテーションの評価に当たっては、利用者の

居宅を訪問し、当該利用者の居宅における応用的動作能力や社会適応能力について評価を行

い、その結果を当該利用者とその家族に伝達すること。なお、当該利用者の居宅を訪問した

際、リハビリテーションを実施することはできないことに留意すること。 

（13） 注 10の減算について 

  （略） 

（14） 若年性認知症利用者受入加算について 

通所介護と同様であるので、７（11）を参照されたい。 

（15） 栄養改善加算について 

通所介護と同様であるので、７（12）を参照されたい。 

（新設） 
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（18） 口腔機能向上加算について 

通所介護と同様であるので、７（17）を参照されたい。 

（19） 重度療養管理加算について 

① 重度療養管理加算は、要介護３、要介護４又は要介護５に該当する者であって別に厚生労

働大臣の定める状態（利用者等告示）にある利用者に対して、計画的な医学的管理を継続的

に行い指定通所リハビリテーションを行った場合に当該加算を算定する。当該加算を算定す

る場合にあっては、当該医学的管理の内容等を診療録に記録しておくこと。 

② 当該加算を算定できる利用者は、次のいずれかについて、当該状態が一定の期間や頻度で

継続している者であることとする。なお、請求明細書の摘要欄に該当する状態（利用者等告

示第 18号のイからリまで）を記載することとする。なお、複数の状態に該当する場合は主た

る状態のみを記載すること。 

ア （略） 

イ 利用者等告示第 18 号ロの「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態」について

は、当該月において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行っている場合をいう。 

ウ 利用者等告示第 18 号ハの「中心静脈注射を実施している状態」については、中心静脈注

射により薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困難な利用者

である場合をいう。 

エ 利用者等告示第 18号ニの「人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態」

については、人工腎臓を各週２日以上実施しているものであり、かつ、次に掲げるいずれか

の合併症をもつものである場合をいう。 

Ａ 透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射を行っている糖尿病 

Ｂ 常時低血圧（収縮期血圧が 90mmHg 以下） 

Ｃ 透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈するもの 

Ｄ 出血性消化器病変を有するもの 

Ｅ 骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの 

Ｆ うっ血性心不全（ＮＹＨＡⅢ度以上）のもの 

オ 利用者等告示第 18 号ホの「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実

施している状態」については、持続性心室性頻拍や心室細動等の重症不整脈発作を繰り返す

状態、収縮期血圧 90mmHg 以下が持続する状態、又は、酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和

度 90%以下の状態で常時、心電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリング

を行っている場合をいう。 

カ 利用者等告示第 18 号ヘの「膀胱または直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規

則（昭和 25年厚生省令第 15号）別表第５号に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級以上

に該当し、かつ、ストーマの処置を実施している状態」については、当該利用者に対して、

皮膚の炎症等に対するケアを行った場合をいう。 

（16） 口腔機能向上加算について 

通所介護と同様であるので、７（13）を参照されたい。 

（17） 重度療養管理加算について 

① 重度療養管理加算は、要介護３、要介護４又は要介護５に該当する者であって別に厚生労

働大臣の定める状態（利用者等告示）にある利用者に対して、計画的な医学的管理を継続的

に行い通所リハビリテーションを行った場合に当該加算を算定する。当該加算を算定する場

合にあっては、当該医学的管理の内容等を診療録に記録しておくこと。 

② 当該加算を算定できる利用者は、次のいずれかについて、当該状態が一定の期間や頻度で

継続している者であることとする。なお、請求明細書の摘要欄に該当する状態（利用者等告

示第 18号のイからリまで）を記載することとする。なお、複数の状態に該当する場合は主た

る状態のみを記載すること。 

ア （略） 

イ 利用者等告示第 18 号ロの「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態」について

は、当該月において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行っていること。 

ウ 利用者等告示第 18 号ハの「中心静脈注射を実施している状態」については、中心静脈注

射により薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困難な利用者

であること。 

エ 利用者等告示第 18号ニの「人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態」

については、人工腎臓を各週２日以上実施しているものであり、かつ、次に掲げるいずれか

の合併症をもつものであること。 

Ａ 透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射を行っている糖尿病 

Ｂ 常時低血圧（収縮期血圧が 90mmHg以下） 

Ｃ 透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈するもの 

Ｄ 出血性消化器病変を有するもの 

Ｅ 骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの 

Ｆ うっ血性心不全（ＮＹＨＡⅢ度以上）のもの 

オ 利用者等告示第 18 号ホの「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実

施している状態」については、持続性心室性頻拍や心室細動等の重症不整脈発作を繰り返す

状態、収縮期血圧 90mmHg 以下が持続する状態、又は、酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和

度 90%以下の状態で常時、心電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリング

を行っていること。 

カ 利用者等告示第 18 号ヘの「膀胱または直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規

則（昭和 25年厚生省令第 15号）別表第５号に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級以上

に該当し、かつ、ストーマの処置を実施している状態」については、当該利用者に対して、

皮膚の炎症等に対するケアを行った場合に算定できるものであること。 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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キ 利用者等告示第 18 号トの「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態」について

は、経口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行った

場合をいう。 

ク （略） 

ケ 利用者等告示第 18 号リの「気管切開が行われている状態」については、気管切開が行わ

れている利用者について、気管切開の医学的管理を行った場合をいう。 

 

（20） 中重度者ケア体制加算について 

通所介護と同様であるので、７（９）を参照されたい。ただし「常勤換算方法で２以上」

とあるものは「常勤換算方法で１以上」と、「ケアを計画的に実施するプログラム」とある

のは「リハビリテーションを計画的に実施するプログラム」と読み替えること。 

（21） 事業所と同一の建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に通所介護を行う場

合の取扱い 

通所介護と同様であるので、７（18）を参照されたい。 

（22） 送迎を行わない場合の減算について 

利用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合など事業者が送迎を実施してい

ない場合は、片道につき減算の対象となる。ただし、注 19の減算の対象となっている場合に

は、当該減算の対象とはならない。 

（23） 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について 

通所介護と同様であるので、７（20）を参照されたい。 

（24） （略）  

（25） 社会参加支援加算について 

訪問リハビリテーションと同様であるので、５（11）を参照されたい。 

ただし、この場合、｢指定通所介護等｣とあるのは｢指定通所介護等（指定通所リハビリテー

ション及び指定介護予防通所リハビリテーションは除く。）｣と読み替えること。 

（26） サービス提供体制強化加算について 

① 訪問入浴介護と同様であるので３（７）④から⑥まで、並びに指定訪問看護と同様である

ので４（25）②及び③を参照されたい。 

② 指定通所リハビリテーションを利用者に直接提供する職員とは、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、看護職員又は介護職員として勤務を行う職員を指すものとする。 

なお、１時間以上２時間未満の指定通所リハビリテーションを算定する場合であって、柔

道整復師又はあん摩マッサージ指圧師がリハビリテーションを提供する場合にあっては、こ

れらの職員も含むものとすること。 

（27） 介護職員処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の（22）を参照されたい。 

キ 利用者等告示第 18 号トの「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態」について

は、経口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行った

場合に算定できるものであること。 

ク （略） 

ケ 利用者等告示第 18 号リの「気管切開が行われている状態」については、気管切開が行わ

れている利用者について、気管切開の医学的管理を行った場合に算定できるものであるこ

と。 

（18） 中重度者ケア体制加算について 

通所介護と同様であるので、７（８）を参照されたい。ただし「常勤換算方法で２以上」と

あるものは「常勤換算方法で１以上」と、「ケアを計画的に実施するプログラム」とあるのは

「リハビリテーションを計画的に実施するプログラム」と読み替えること。 

（19） 事業所と同一の建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に通所介護を行う場

合の取扱い 

通所介護と同様であるので、７（14）を参照されたい。 

（20） 送迎を行わない場合の減算について 

利用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合など事業者が送迎を実施していな

い場合は、片道につき減算の対象となる。ただし、注 17の減算の対象となっている場合には、

当該減算の対象とはならない。 

（21） 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について 

通所介護と同様であるので、７（16）を参照されたい。 

（22） （略）  

（23） 社会参加支援加算について 

訪問リハビリテーションと同様であるので、５（８）を参照されたい。ただし、この場合、｢指

定通所介護等｣とあるのは｢指定通所介護等（通所リハビリテーションは除く。）｣と読み替える

こと。 

（24） サービス提供体制強化加算について 

① ３（７）④から⑥まで並びに４（24）②及び③を参照のこと。 

 

② 指定通所リハビリテーションを利用者に直接提供する職員とは、理学療法士等、看護職員

又は介護職員として勤務を行う職員を指すものとする。なお、１時間以上２時間未満の通所

リハビリテーションを算定する場合であって、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師がリ

ハビリテーションを提供する場合にあっては、これらの職員も含むものとすること。 

 

（25） 介護職員処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の（21）を参照されたい。 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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（28） 記録の整備について 

（略） 

９ （略） 

第３ 居宅介護支援費に関する事項 

１～５ （略） 

６ 居宅介護支援の業務が適切に行われない場合 

注２の「別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合」については、大臣基準告示第 82号に

規定することとしたところであるが、より具体的には次のいずれかに該当する場合に減算される。 

これは適正なサービスの提供を確保するためのものであり、運営基準に係る規定を遵守するよ

う努めるものとする。市町村長（特別区の区長を含む。以下この第３において同じ。）は、当該

規定を遵守しない事業所に対しては、遵守するよう指導すること。当該指導に従わない場合には、

特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。 

（１） 指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者に対して、 

・利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができること 

・利用者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求め

ることができること 

について文書を交付して説明を行っていない場合には、契約月から当該状態が解消されるに至

った月の前月まで減算する。 

（２）～（４） （略） 

７～９ （略） 

10 特定事業所集中減算について 

（１） 判定期間と減算適用期間 

居宅介護支援事業所は、毎年度２回、次の判定期間における当該事業所において作成された

居宅サービス計画を対象とし、減算の要件に該当した場合は、次に掲げるところに従い、当該

事業所が実施する減算適用期間の居宅介護支援のすべてについて減算を適用する。 

① 判定期間が前期（３月１日から８月末日）の場合は、減算適用期間を 10月１日から３月 31

日までとする。 

② 判定期間が後期（９月１日から２月末日）の場合は、減算適用期間を４月１日から９月 30

日までとする。 

  なお、大臣基準告示において第 83号の規定は平成 30年４月１日から適用するとしている

が、具体的には、①の期間（平成 30年度においては、４月１日から８月末日）において作成

された居宅サービス計画の判定から適用するものであり、減算については、同年 10月１日か

らの居宅介護支援から適用するものである。 

（２） 判定方法 

各事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サービス計画のうち、訪問

（26） 記録の整備について 

（略） 

９ （略） 

第３ 居宅介護支援費に関する事項 

１～５ （略） 

６ 居宅介護支援の業務が適切に行われない場合 

注２の「別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合」については、大臣基準告示第 82号に

規定することとしたところであるが、より具体的には次のいずれかに該当する場合に減算される。 

これは適正なサービスの提供を確保するためのものであり、運営基準に係る規定を遵守するよ

う努めるものとする。都道府県知事は、当該規定を遵守しない事業所に対しては、遵守するよう

指導すること。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検

討するものとする。 

 

 

 

 

 

 

（１）～（３） （略） 

７～９ （略） 

10 特定事業所集中減算について 

（１） 判定期間と減算適用期間 

居宅介護支援事業所は、毎年度２回、次の判定期間における当該事業所において作成された

居宅サービス計画を対象とし、減算の要件に該当した場合は、次に掲げるところに従い、当該

事業所が実施する減算適用期間の居宅介護支援のすべてについて減算を適用する。 

① 判定期間が前期（３月１日から８月末日）の場合は、減算適用期間を 10月１日から３月 31

日までとする。 

② 判定期間が後期（９月１日から２月末日）の場合は、減算適用期間を４月１日から９月 30

日までとする。 

  なお、大臣基準告示において第 83号の規定は平成 27年９月１日から適用するとしている

が、具体的には、②の期間（９月１日から２月末日）において作成された居宅サービス計画

の判定から適用するものであり、減算については、翌４月１日からの居宅介護支援から適用

するものである。 

（２） 判定方法 

各事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サービス計画のうち、訪問

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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介護、通所介護、福祉用具貸与又は地域密着型通所介護（以下「訪問介護サービス等」という。）

が位置付けられた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、訪問介護サービス等それぞれにつ

いて、最もその紹介件数の多い法人（以下「紹介率最高法人」という。）を位置付けた居宅サ

ービス計画の数の占める割合を計算し、訪問介護サービス等のいずれかについて 80％を超えた

場合に減算する。 

 

 

 

 

 

 

（具体的な計算式） 

事業所ごとに、それぞれのサービスにつき、次の計算式により計算し、いずれかのサービ

スの値が 80％を超えた場合に減算 

当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数÷当該サービスを位置付けた計

画数 

（３） 算定手続 

判定期間が前期の場合については９月 15日までに、判定期間が後期の場合については３月 15

日までに、すべての居宅介護支援事業者は、次に掲げる事項を記載した書類を作成し、算定の

結果 80％を超えた場合については当該書類を市町村長に提出しなければならない。なお、80％

を超えなかった場合についても、当該書類は、各事業所において２年間保存しなければならな

い。 

①～⑤ （略） 

（４） 正当な理由の範囲 

（３）で判定した割合が 80％を超える場合には、80％を超えるに至ったことについて正当な

理由がある場合においては、当該理由を市町村長に提出すること。なお、市町村長が当該理由

を不適当と判断した場合は特定事業所集中減算を適用するものとして取り扱う。正当な理由と

して考えられる理由を例示すれば次のようなものであるが、実際の判断に当たっては、地域的

な事情等も含め諸般の事情を総合的に勘案し正当な理由に該当するかどうかを市町村長におい

て適正に判断されたい。 

 

 

① 居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各サービスごとでみ

た場合に５事業所未満である場合などサービス事業所が少数である場合 

（例） 訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として 10事業所が所在する地域の

介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リハビリテーショ

ン、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護（利用期間を定めて行う

ものに限る。）、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護（利用期間を定めて行

うものに限る。）、認知症対応型共同生活介護（利用期間を定めて行うものに限る。）、地域

密着型特定施設入居者生活介護（利用期間を定めて行うものに限る。）又は看護小規模多機能

型居宅介護（利用期間を定めて行うものに限る。）（以下「訪問介護サービス等」という。）

が位置付けられた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、訪問介護サービス等それぞれにつ

いて、最もその紹介件数の多い法人（以下「紹介率最高法人」という。）を位置付けた居宅サ

ービス計画の数の占める割合を計算し、訪問介護サービス等のいずれかについて 80％を超えた

場合に減算する。 

（具体的な計算式） 

事業所ごとに、それぞれのサービスにつき、次の計算式により計算し、いずれかのサービ

スの値が 80％を超えた場合に減算 

当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数÷当該サービスを位置付けた計

画数 

（３） 算定手続 

判定期間が前期の場合については９月 15日までに、判定期間が後期の場合については３月 15

日までに、すべての居宅介護支援事業者は、次に掲げる事項を記載した書類を作成し、算定の

結果 80％を超えた場合については当該書類を都道府県知事（指定都市及び中核市においては、

指定都市又は中核市の市長）に提出しなければならない。なお、80％を超えなかった場合につ

いても、当該書類は、各事業所において２年間保存しなければならない。 

①～⑤ （略） 

（４） 正当な理由の範囲 

（３）で判定した割合が 80％を超える場合には、80％を超えるに至ったことについて正当

な理由がある場合においては、当該理由を都道府県知事（指定都市及び中核市においては、

指定都市又は中核市の市長）に提出すること。なお、都道府県知事（指定都市及び中核市に

おいては、指定都市又は中核市の市長）が当該理由を不適当と判断した場合は特定事業所集

中減算を適用するものとして取り扱う。正当な理由として考えられる理由を例示すれば次の

ようなものであるが、実際の判断に当たっては、地域的な事情等も含め諸般の事情を総合的

に勘案し正当な理由に該当するかどうかを都道府県知事（指定都市及び中核市においては、

指定都市又は中核市の市長）において適正に判断されたい。 

① 居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各サービスごとでみ

た場合に５事業所未満である場合などサービス事業所が少数である場合 

（例） 訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として 10事業所が所在する地域の

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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場合は、訪問介護について紹介率最高法人を位置づけた割合が 80％を超えても減算は適用さ

れないが、通所介護について 80％を超えた場合には減算が適用される。 

 

（例） 訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として４事業所が所在する地域の場

合は、訪問介護及び通所介護それぞれについて紹介率最高法人を位置づけた割合が 80％を超

えた場合でも減算は適用されない。 

② 特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合 

③ 判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数が 20件以下であるなど事業所が小規模

である場合 

④ 判定期間の１月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置付けられた

計画件数が１月当たり平均 10件以下であるなど、サービスの利用が少数である場合 

（例） 訪問介護が位置付けられた計画件数が１月当たり平均５件、通所介護が位置付けら

れた計画件数が１月当たり平均 20件の場合は、訪問介護について紹介率最高法人を位置づ

けた割合が 80％を超えても減算は適用されないが、通所介護について 80％を超えた場合に

は減算が適用される。 

⑤ サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定の事業者に集

中していると認められる場合 

（例） 利用者から質が高いことを理由に当該サービスを利用したい旨の理由書の提出を受

けている場合であって、地域ケア会議等に当該利用者の居宅サービス計画を提出し、支援

内容についての意見・助言を受けているもの。 

⑥ その他正当な理由と市町村長が認めた場合 

 

11 特定事業所加算について 

（１） 趣旨 

特定事業所加算制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応や、専門性の高い人材

の確保、医療・介護連携への積極的な取組等を総合的に実施することにより質の高いケアマネ

ジメントを実施している事業所を評価し、地域における居宅介護支援事業所のケアマネジメン

トの質の向上に資することを目的とするものである。 

（２） 基本的取扱方針 

特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）の対象となる事業所については、 

・公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業所であること 

・常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、どのような支援困難ケ

ースでも適切に処理できる体制が整備されている、いわばモデル的な居宅介護支援事業所で

あること 

が必要となるものであり、これらに加えて、特定事業所加算（Ⅳ）の対象となる事業所におい

場合 

紹介率最高法人である訪問介護事業者に対して、減算は適用されないが、紹介率最高法

人である通所介護事業者に対して、減算は適用される。 

（例） 訪問看護事業所として４事業所、通所リハビリテーション事業所として４事業所が

所在する地域の場合は、紹介率最高法人である訪問看護事業者、通所リハビリテーション

事業者それぞれに対して、減算は適用されない。 

② 特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合 

③ 判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数が 20件以下であるなど事業所が小規模

である場合 

④ 判定期間の１月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置付けられた

計画件数が１月当たり平均 10件以下であるなど、サービスの利用が少数である場合 

（例） 訪問看護が位置付けられた計画件数が１月当たり平均５件、通所介護が位置付けられ

た計画件数が１月当たり平均 20件の場合紹介率最高法人である訪問看護事業者に対して、減

算は適用されないが、紹介率最高法人である通所介護事業者に対して、減算は適用される。 

 

⑤ サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定の事業者に集

中していると認められる場合 

（例） 利用者から質が高いことを理由に当該サービスを利用したい旨の理由書の提出を受け

ている場合であって、地域ケア会議等に当該利用者の居宅サービス計画を提出し、支援内容

についての意見・助言を受けているもの。 

⑥ その他正当な理由と都道府県知事（指定都市及び中核市においては、指定都市又は中核市

の市長）が認めた場合 

11 特定事業所加算について 

（１） 趣旨 

特定事業所加算制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応を行うほか、専門性の

高い人材を確保し、質の高いケアマネジメントを実施している事業所を評価し、地域全体のケ

アマネジメントの質の向上に資することを目的とするものである。 

 

（２） 基本的取扱方針 

この特定事業所加算制度の対象となる事業所については、 

・公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業所であること 

・常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、どのような支援困難ケ

ースでも適切に処理できる体制が整備されている、いわばモデル的な居宅介護支援事業所で

あること 

が必要となるものである。 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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ては、日頃から医療機関等との連携に関する取組をより積極的に行う事業所であることが必要

となる。 

本制度については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、（１）に掲げる趣旨に合致

した適切な運用を図られるよう留意されたい。 

 

（３） 厚生労働大臣の定める基準の具体的運用方針 

大臣基準告示第 84号に規定する各要件の取扱については、次に定めるところによること。 

①～⑩ （略） 

⑪ （12）関係 

特定事業所加算算定事業所は、質の高いケアマネジメントを実施する事業所として、地域

における居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上を牽引する立場にあることか

ら、同一法人内に留まらず、他の法人が運営する事業所の職員も参画した事例検討会等の取

組を、自ら率先して実施していかなければならない。なお、事例検討会等の内容、実施時期、

共同で実施する他事業所等について、毎年度少なくとも次年度が始まるまでに次年度の計画

を定めなければならない。なお、年度の途中で加算取得の届出をする場合にあっては、当該

届出を行うまでに当該計画を策定すること。 

⑫・⑬ （略） 

⑭ 特定事業所加算（Ⅳ）について 

ア 退院・退所加算の算定実績について 

退院・退所加算の算定実績に係る要件については、退院・退所加算の算定回数ではなく、

その算定に係る病院等との連携回数が、特定事業所加算（Ⅳ）を算定する年度の前々年度の

３月から前年度の２月までの間において 35回以上の場合に要件を満たすこととなる。 

イ ターミナルケアマネジメント加算の算定実績について 

ターミナルケアマネジメント加算の算定実績に係る要件については、特定事業所加算（Ⅳ）

を算定する年度の前々年度の３月から前年度の２月までの間において、算定回数が５回以上

の場合に要件をみたすこととなる。 

ウ 特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）の算定実績について 

特定事業所加算（Ⅳ）は、質の高いケアマネジメントを提供する体制のある事業所が医療・

介護連携に総合的に取り組んでいる場合に評価を行うものであるから、他の要件を満たす場

合であっても、特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）のいずれかを算定していない月は

特定事業所加算（Ⅳ）の算定はできない。 

⑮ （略） 

（４） 手続 

本加算を取得した特定事業所については、毎月末までに、基準の遵守状況に関する所定の記

録を作成し、２年間保存するとともに、市町村長から求めがあった場合については、提出しな

 

 

本制度については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、中重度者や支援困難ケース

を中心とした質の高いケアマネジメントを行うという特定事業所の趣旨に合致した適切な運用

を図られるよう留意されたい。 

（３） 厚生労働大臣の定める基準の具体的運用方針 

大臣基準告示第 84号に規定する各要件の取扱については、次に定めるところによること。 

①～⑩ （略） 
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⑪・⑫ （略） 
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⑬ （略） 

（４） 手続 

本加算を取得した特定事業所については、毎月末までに、基準の遵守状況に関する所定の記

録を作成し、２年間保存するとともに、都道府県知事等から求めがあった場合については、提
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ければならない。 

12 入院時情報連携加算について 

（１） 総論 

「必要な情報」とは、具体的には、当該利用者の入院日、心身の状況（例えば疾患・病歴、

認知症の有無や徘徊等の行動の有無など）、生活環境（例えば、家族構成、生活歴、介護者の

介護方法や家族介護者の状況など）及びサービスの利用状況をいう。当該加算については、利

用者一人につき、１月に１回を限度として算定することとする。 

 

また、情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内容、提供手段（面談、

ＦＡＸ等）等について居宅サービス計画等に記録すること。なお、情報提供の方法としては、

居宅サービス計画等の活用が考えられる。 

（２） 入院時情報連携加算（Ⅰ） 

利用者が入院してから３日以内に、医療機関の職員に対して必要な情報を提供した場合に所

定単位数を算定する。 

（３） 入院時情報連携加算（Ⅱ） 

利用者が入院してから４日以上７日以内に、医療機関の職員に対して必要な情報を提供した

場合に所定単位数を算定する。 

13 退院・退所加算について 

（１） 総論 

病院若しくは診療所への入院又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設（以下

「病院等」という。）への入所をしていた者が退院又は退所（地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護又は介護福祉施設サービスの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）

し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該利

用者の退院又は退所に当たって、当該病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報

を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関す

る調整を行った場合には、当該利用者の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用開始月に

所定単位数を加算する。ただし、初回加算を算定する場合は、算定しない。なお、利用者に関

する必要な情報については、別途定めることとする。 

（２） 算定区分について 

退院・退所加算については、以下の①から③の算定区分により、入院又は入所期間中１回（医

師等からの要請により退院に向けた調整を行うための面談に参加し、必要な情報を得た上で、

居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行っ

た場合を含む）のみ算定することができる。 

① 退院・退所加算（Ⅰ）イ・ロ 

退院・退所加算（Ⅰ）イ及びロについては、病院等の職員からの情報収集を１回行ってい

出しなければならない。 

12 入院時情報連携加算について 

（１） 総論 

「必要な情報」とは、具体的には、当該利用者の心身の状況（例えば疾患・病歴、認知症の

有無や徘徊等の行動の有無など）、生活環境（例えば、家族構成、生活歴、介護者の介護方法

や家族介護者の状況など）及びサービスの利用状況をいう。当該加算については、利用者一人

につき、１月に１回を限度として算定することとする。なお、利用者が入院してから遅くとも

７日以内に情報提供した場合に算定することとする。 

また、情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内容、提供手段（面談、

ＦＡＸ等）等について居宅サービス計画等に記録すること。なお、情報提供の方法としては、

居宅サービス計画等の活用が考えられる。 

（２） 入院時情報連携加算（Ⅰ） 

医療機関へ出向いて、当該医療機関の職員と面談し、必要な情報を提供した場合に所定単位

数を算定する。 

（３） 入院時情報連携加算（Ⅱ） 

（２）以外の方法により必要な情報を提供した場合に所定単位数を算定する。 

 

13 退院・退所加算について 

（１） 病院若しくは診療所への入院又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設へ

の入所をしていた者が退院又は退所（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護又は介護福

祉施設サービスの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）し、その居宅において居

宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該利用者の退院又は退所に当

たって、当該病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行

い、利用者に関する必要な情報を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地

域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合には、当該利用者の居宅サービス又は地域

密着型サービスの利用開始月に所定単位数を加算する。ただし、初回加算を算定する場合は、

算定しない。なお、利用者に関する必要な情報については、別途定めることとする。 

 

（２） 退院・退所加算については、入院又は入所期間中３回（医師等からの要請により退院に

向けた調整を行うための面談に参加し、必要な情報を得た上で、居宅サービス計画を作成し、

居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合を含む）まで算定する

ことができる。 

ただし、３回算定することができるのは、そのうち１回について、入院中の担当医等との会

議（カンファレンス）に参加して、退院後の在宅での療養上必要な説明（診療報酬の算定方法

（平成 26年厚生労働省告示第 57号）別表第１医科診療報酬点数表の退院時共同指導料２の注

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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る場合に算定可能であり、うち（Ⅰ）ロについてはその方法がカンファレンスである場合に限

る。 

② 退院・退所加算（Ⅱ）イ・ロ 

・ 退院・退所加算（Ⅱ）イについては、病院等の職員からの情報収集を２回以上行っている

場合に算定が可能。 

・ 退院・退所加算（Ⅱ）ロについては、病院等の職員からの情報収集を２回行っている場合

であって、うち１回以上がカンファレンスによる場合に算定が可能。 

③ 退院・退所加算（Ⅲ） 

退院・退所加算（Ⅲ）については、病院等の職員からの情報収集を３回以上行っている場

合であって、うち１回以上がカンファレンスによる場合に算定が可能。 

（３） その他の留意事項 

① （２）に規定するカンファレンスは以下のとおりとする。 

イ 病院又は診療所 

診療報酬の算定方法（平成 20年厚生労働省告示第 59号）別表第１医科診療報酬点数表の

退院時共同指導料２の注３の要件を満たすもの。  

ロ 地域密着型介護老人福祉施設 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18年３月 14日

厚生労働省令第 34号。以下このロにおいて「基準」という。）第 134条第６項及び第７項に

基づき、入所者への援助及び居宅介護支援事業者への情報提供等を行うにあたり実施された

場合の会議。ただし、基準第 131条第１項に掲げる地域密着型介護老人福祉施設に置くべき

従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。 

ハ 介護老人福祉施設 

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11年３月 31日厚生省令

第 39号。以下このハにおいて「基準」という。）第７条第６項及び第７項に基づき、入所者

への援助及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会

議。ただし、基準第２条に掲げる介護老人福祉施設に置くべき従業者及び入所者又はその家

族が参加するものに限る。 

ニ 介護老人保健施設 

介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成 11年３月 31日厚

生省令第 40号。以下このニにおいて「基準」という。）第８条第６項に基づき、入所者への

指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。た

だし、基準第２条に掲げる介護老人保健施設に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参

加するものに限る。 

ホ 介護医療院 

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成 30年１月 18日厚生労働

３の対象となるもの）を行った上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着

型サービスの利用に関する調整を行った場合に限る。 
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省令第５号。以下このホにおいて「基準」という。）第 12条第６項に基づき、入所者への指

導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただ

し、基準第４条に掲げる介護医療院に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するも

のに限る。 

ヘ 介護療養型医療施設（平成 35年度末までに限る。） 

健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第百三十条の二第

一項の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備

及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第 41号。以下このヘにおいて「基準」という。）

第９条第５項に基づき、患者に対する指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行

うにあたり実施された場合の会議。ただし、基準第２条に掲げる介護療養型医療施設に置く

べき従業者及び患者又はその家族が参加するものに限る。 

② 同一日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに参加した場合でも、

１回として算定する。 

③ 原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ましいが、退院後

７日以内に情報を得た場合には算定することとする。 

④ カンファレンスに参加した場合は、（１）において別途定める様式ではなく、カンファレ

ンスの日時、開催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービス計画等に記録し、利用者

又は家族に提供した文書の写しを添付すること。 

14～16 （略）  

17 ターミナルケアマネジメント加算について 

（１） ターミナルケアマネジメント加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月に加算す

ることとするが、利用者の居宅を最後に訪問した日の属する月と、利用者の死亡月が異なる場

合には、死亡月に算定することとする。 

（２） ターミナルケアマネジメント加算は、１人の利用者に対し、１か所の指定居宅介護支援

事業所に限り算定できる。なお、算定要件を満たす事業所が複数ある場合には、当該利用者が

死亡日又はそれに最も近い日に利用した指定居宅サービスを位置づけた居宅サービス計画を作

成した事業所がターミナルケアマネジメント加算を算定することとする。 

（３） ターミナルケアマネジメントを受けることについて利用者が同意した時点以降は、次に

掲げる事項を支援経過として居宅サービス計画等に記録しなければならない。 

① 終末期の利用者の心身又は家族の状況の変化や環境の変化及びこれらに対して居宅介護支

援事業者が行った支援についての記録 

② 利用者への支援にあたり、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービ

ス事業者等と行った連絡調整に関する記録 

（４） ターミナルケアマネジメントを受けている利用者が、死亡診断を目的として医療機関へ

搬送され、24時間以内に死亡が確認される場合等については、ターミナルケアマネジメント加

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、同一日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに参加した場合で

も、１回として算定する。 

なお、原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ましいが、退

院後７日以内に情報を得た場合には算定することとする。 

また、前記にかかる会議（カンファレンス）に参加した場合は、（１）において別途定める

様式ではなく、当該会議（カンファレンス）等の日時、開催場所、出席者、内容の要点等につ

いて居宅サービス計画等に記録し、利用者又は家族に提供した文書の写しを添付すること。 

14～16 （略） 

（新設） 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 
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新 旧 

算を算定することができるものとする。特定事業所加算算定事業所は、質の高いケアマネジメ

ントを実施する事業所として、地域における居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向

上を牽引する立場にあることから、同一法人内に留まらず、他の法人が運営する事業所の職員

も参画した事例検討会等の取組を、自ら率先して実施していかなければならない。なお、事例

検討会等の内容、実施時期、共同で実施する他事業所等について、毎年度少なくとも次年度が

始まるまでに次年度の計画を定めなければならない。なお、年度の途中で加算取得の届出をす

る場合にあっては、当該届出を行うまでに当該計画を策定すること。 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

新旧対照表  傍線の部分は改正部分 


